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経済学研究 36-3
北海道大学 1986.12 

<研究ノート>

アメリカ国防経済論の形成過程

一一一第2次大戦後の経済政策における軍事要因一一

はじめに

オミ二
本if;

最近，私は「軍拡・軍縮の経済学Jと題する

小論を書き，現代の戦争と平和の問題を経済学

が扱う，その扱い方の大まかな構成を論じた九

本稿はこの小論につづく，いわば各論のひとつ

である。本稿で対象とする国はアメリカであ

り，時期は第2次大戦の終戦から1960年代入口

までの「平時」における経済と軍事の関係につ

いての論点がほぼ出揃う期間であり，取り上げ

る議論や主張は，連邦政府の経済政策に強い影

響を及ぼしたとみられるものに限定する。また

経済政策といってもここでは連邦財政支出によ

る圏内政策に大きな比重をおいている。とくに

対外経済政策にかんする話題は別の研究課題と

して意図的に排除している。このような限定を

付しでもなお，文献の渉猟が未だ不十分である

ために，少なからぬ基礎的作業を為残してお

り，同じ時代を扱った政治学者の諸労作と対照

しうるほどのものになってはいなし、。前稿でも

書いたように， この分野にかんする経済学研究

の全般的な遅れからして，私としてはこうした

研究ノートを積み上げながら，つぎのステップ

を準備したいと考えている。

検討に先立ち， ここに第2次大戦後の軍事支

出の動向を示す標準的な四つの図表を掲げてお

く(次頁)。 以下のさまざまな議論の背後にあ

1) I軍拡・軍縮の経済学JW経済学研究11 (北海道大〕
第35巻第3号， 1986年 1月。

日
オミ

った数値の表現として，文中，折々に参照する

ためのものである。

1. 大戦終結一一「平時」経済への

転換の課題

第2次世界大戦後の数年間，戦勝国でありし

かも国際社会に圧倒的優位を築いたアメリカに

は， しかし意外なほど「自由世界」の勝利に酔

いしれる雰囲気はひろがらなかった。それはな

によりも，資本主義のゆくえにたいする確信の

無さの反映である。前稿でもみたように大戦直

後のアメリカ経済学界では長期停滞の見通しが

支配的で，それは1930年代に体験した構造的不

況要因が第2次大戦の軍需景気で一時隠蔽され

たけれども消誠したわけでないという根拠によ

っていた。実際の戦後経済はそうした予想ほど

には悪化せず円 46年春からかなり顕著な上昇

を示したのであるが，それも当初は大戦の繰延

べ需要説などで説明がつくようにみえた。これ

はあくまで一時的な要因であり，長期停滞論を

否定するものとはなりえない。ガルプレイスは

当時をふり返って 1第2次世界大戦後の数年

間の経済の成功が強い不安感を伴うものだった

ことについては，詳説する必要はほとんどある

2)アメリカ経済はまだ大戦下にあった1945年すでに
いくつかの指標で、下降を始め，終戦から46年春ま
でし、わゆる戦後恐慌の状況を示した。しかしその
低下は予想外に早く上昇に転じTこ。
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まL、。疑いもなく，不安感は実業家のあいだで

最も強かった。」と書いている汽30年代世界恐

慌の時代に恐慌の外にいた社会主義国から下さ

れた「資本主義の全般的危機」という規定に

も，当時は相当の真実感が伴っていたのであ

る。

ところが1950年中頃から以降となると，アメ

ロカ経済の見通しには一転して楽観論，長期繁

栄論が拾頭する。当時の時論ふうの論説がこの

変化を顕著に示すが，経済学者のあいだにも長

期繁栄の理論が広まった。宮崎義一氏はその理

論を，技術革新説，オリゴポリ一説，所得革命

説，高圧経済政策説の，四つのタイプに整理し

ているペ これらはし、ずれも構造的な成長要因

とされ，また各々総じて軍事要因とは無関係に

論じられることになった。アメリカ経済が軍事

要因によって辛うじて維持されているという論

調は，海外の社会主義者のあいだで、その後も通

説であり続けたが，アメリカ圏内での経済論議

の中ではそのような論調は姿を消していった。

しかし軍事要因がアメリカ経済に依然大きな比

重を占めているのは事実なのだから，むろんそ

の効果をめぐる議論が無くなったわけではな

い。その議論の内容をみることが，本稿のテー

マのひとつでもある。

大戦後経済の成長要因として何を最重視する

かに違いはあるにせよ，経済政策の基調にケイ

ンズ理論が浸透したことの意義を否定する者は

いなL、。その浸透の発端はなんといっても大戦

中の軍事支出の経済効果にあった。ガルプレイ

スは， 1930年をつうじてワシントンがケインズ

理論にはなはだ冷淡であり，また赤字予算がそ

れ自体良いという主張などは正気の沙汰でなか

3) J. K. Galbraith， American Catitalism， 1952， 
1956.新JII健三郎訳『アメリカの資本主義j]TBS 
ブリタニカ， 1980年.11頁。
4)宮崎義一『転換期の資本主義j]NHKブックス，
1982年. 60~73頁。

ったことを自らの体験としてのベた上で rそ
のあと，戦争がケインズ流の救済策に脚光を浴

びせました」といっているわ。 じつはケインズ

自身も，以下にのべるように，大戦時のアメリ

カ経済をケインズ理論検証の最初の最良の対象

と見倣し期待したのだった。

ケインズはイギリスの経済軍事化に伴う諸問

題を論じた『戦費調達論』を， 1940年2月に刊

行しているの。そこでの主張の大前提をなすの

は，ケインズ『一般理論』が対象とする経済状

況と大戦下の経済状況とが完全に違うものだと

いう認識であった。『一般理論』では過剰の資源

と過剰の労働力の存在ゆえに，消費を増加させ

れば所得も増大し，所得が増大すれば消費も増

加する状況が対象とされた。ところが戦争勃発

によって資源と労働力の過剰は無くなった。雇

用増加と賃金上昇につれて消費への需要も増加

するが， この民需にみあう供給増加はない(生

産増加は民需を犠牲にした軍需部門でのみ生ず

る)から，これを放置すればインフレになり，

結局実質賃金の上昇は抑制され，富者だけが得

をすることになる。そこでケインズは，戦時中

に強制貯蓄政策を採ってイギリス政府のもとに

人々の所得を留保し，戦後にそれを償還して有

効需要に転化させることで，実質所得の上昇と

戦後景気への刺戟の双方を実現すべきだという

構想をのべたのだった。

だがアメリカはこれと違う， とケインズは考

えた。『戦費調達論』公刊から4ヶ月後の6月，

彼はアメリカのリベラル系雑誌として知られる

「ニュー・リパブリ y ク」誌に寄稿して，今度

はアメリカの寧事経済の可能性について論じて

5) J. K. Galbraith， The Age 01 Uncertainty， 
1977.斉藤精一郎訳『不確実性の時代』講談社文
庫(下)40， 43頁。
6) The Collected Writings 01 ]. M. Keynes vol. 
IX.邦訳「ケインズ全集」第9巻『説得論集』東
洋経済新報社， 1981年に所収。
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いる7)。

彼はこの論稿を，上述したイギザス

化の課題から説きおこし，この線鶴がアメ pヵ

も適用できるだろうかと問うていくのであ

る。指分の擬鳴するイギ翌ス計画がケインズ理

論の…特殊問題であるという意味においては，

アメ pカ計扇も鍔じ系に属するだろう o しかし

アメザカは，イギリスの実情と依然大きな臨た

りをもっている， と設は説く。

開戦いらいイギヲスもアメリカ私すでに史

の生産を連成しデこ。そしてイギリスでは

これ以上の投資のためには錨人消費を邸綾せね

ばならぬという段畿に到達した。そこから間有

の政策課題が生じたのである。ところがアメリ

カではこのような生産増を達成しながら，

な余剰能力を:;l:だ寵いきっていない。ここには

なお，これ以上の投資が個人消費の拡大を導く

という，官一般理論J適用の可能な状洗がある。

やがて拭イギリスの現状に近づくかもしれない

が，少なくと主今皆さんのアメヲカは意まれて

いる。赤字財政による軍事支出で資源を費消し

てもそれが個人消費の抑念日に結果せず，逆に錨

入消費を刺戟しより高い生活水準を生む可能性

があるo家拡がさしたる財政上の濁難や強鵠貯

穫の必要な伴わずに，経済の活視を支えうるの

である。それ拭ニュ…ディー/レによっては達成

できなかった成果である。資本主義世界では払

の理論の大規模な実験民つまるところ戦争と

いう患家わしい状潔の中でしか行ないえなし、。

もしアメヲカが軍縮に直費を注ぎ込む決意書とす

るなら，アメザカは自身の強さを知り，越では

決して学びえないことをやびとり，後年それマピ

真の擦の生産の統御に使用する手法として身に

つけることができるだろう。経済と政治の分野

では多くの人は見たことのあるもの以外を綴じ

ないから，経験すること以外に教師は育ちえな

7)“The United States and the K告yn悲sPlan" 
〈“TheNew R告public"29. July 1喜40) The 
Collected Writings 01 J. M. Keynes vol.. XXII 
pp. 144-155 (日本語版全集計ま未邦訳〉。

い。そしてイギPスでは惨憎たる緩綾なし

ぶことができないが，アメ歩カにはその気さえ

あればずっと容易な経験の議がひらけている。

ケインズは期待をこめてこう論じたので、あっ

た。

第2次大戦が1930年殺の深く長い恐慌からの

議出をもたらした厳然たる事実比大戦後もア

メリカ人の心援に探く刻家hれでいた。大戦の進

行につれて特定消費物資の生産停止すどはじめ諸

費抑制策がとられたことはあったが，それでも

アメリカはこの大戦中に消費と生活水準の明白

な低下を議らなかった唯一の爵である。ケイ γ

ズの部上の期待は実現し，ケインズ流の処方の

威力が実証されたかにみえた。

だからといって軍拡という救響策が戦後にも

採患可能だと考える者はいなかった。終戦後に

軍事支出が急援するだろうことは自拐の議擬で

あって 〔事実第 1~3 図のごとく急減した)，

終戦直後の政策論議に繁欝が積極要悶として入

ってくるはずがなかった。むしろ急減する軍事

支出に代わるものがあるかどうかが，関心の焦

点となる。それが容易には緩い，というところ

から，上浦の長期停滞論が支配的となったのだ

った。 1946i手プメりカは「雇用法jを制定して，

r最大限の滋舟生産および購買力j合政府が維
持する寅在をもっという理念を導入した。この

こと自体は画期的であるが，鯛定途上の多くの

論議の遜懇でケイ γズ派〈或いはニューディー

ノレ器〕立案者がもりこんだ赤字財政支出

は削験され，かわりに自由企業体鱒への献身が

挿入されるなど，制定法は妥協と多分に抽象的

なマニ品ブェストの越をもって発足したのだっ

た。軍事支出に代る非軍事的な政野支出による

景気対策という発憩は米だまったく非力だっ

た。また連邦政府の非議事的支出の水準民

ューディーノレ米懸の到達肢から相対的にかなり

下回っていた830

8)速歩s政府支出の対 GNP比は1939年に7.35¥ぎであ
るが， この大部分は非軍事関連である〈軍事支出
は連邦支出の15%絞!i')。一方印46年の連邦政府
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雇用法にもとづいて設立された大統領経済諮

問委員会 (CEA)の，のちの委員および委員長

をつとめるハーバード・スタインによると，こ

の終戦直後のアメリカには，経済政策をめぐっ

て四つの思考の流れがあったというの。 第1は

「厳密かつ専門的なケインジアン」であり，彼

らは完全雇用達成のために大戦中に飛躍的に膨

脹し役割を高めた財政を活用する，つまり財政

支出を最重点において経済政策を考えようとし

た。第2は「改革者および計画者J，主としてニ

ューディーラーの残党であり，ケインズ的処方

筆にとどまらず労働者，農民らへの全般的保護

政策を主張した。第3は「保守的なマクロ経済

学者」あるいは「商業主義的ケインジアン」で

ある。彼らは財政政策による総需要管理という

ケインズ流の処方筆を一面で認めながら，金融

政策による需要調節やインフレ抑制の重要性に

ついて，当時のケインジアンよりはるかに強い

関心を抱いていた。第4は「伝統的な保守主義

者」で，反ニューディール，反ケインズ主義者

である。彼らは大企業上層や共和党政治家の中

に勢力をはっていた。

トルーマン政権の内部さらには CEA内部で

さえ， この四つの思考のどれが優勢だったとは

決めがたし、。またトルーマン自体， ニューディ

ールの継承者としてふるまった時期から次第に

右傾化し，大統領選で再び左旋回というように

揺れ動いたから，その経済政策に一貫した理念

をみることは容易でなし、。しかし総じていえ

ば， トルーマン時代の財政政策の課題として最

前面に出てきたのは決して不況・失業対策とし

ての公共支出などではなく，戦後の価格統制解

除につづいたインフレの抑制と戦時から引き継

いだ財政赤字の克服(均衡予算の達成)の方で

の非軍事支出の対 GNP比は3.9%にすぎなかっ
た。 (H.Stein， Presidential Economics， 1984. 
土志田征一訳『大統領の経済学』日本経済新聞
社， 1985年， 71頁。)
9) H. Stein，。ρ.cit. ， 上掲邦訳73~78頁。

あった10)。

いずれにしろ終戦後の急速な徴兵解除のあ

と，軍備と軍事支出の水準をどの程度におさめ

るかを策しなければならない。 トルーマンは

1946年5月， 48年度財政の立案にさいして，軍

事活動に財政上の固定的な支払義務をはたした

残りの3分の 1をあてるであろうとのべたこと

がある。そして 47~50 財政年度 4 年間にわた

り，軍事調達・軍事支出にそうした観点からの

シーリング設定を試みた。のちにこれは「残余

方式J(remainder method) と呼ばれた11)。

かくしてトルーマン時代は，終戦から今日に

いたる期間中唯一の財政均衡ないし黒字基調の

時代となった。後年トノレーマンは， Iこの均衡

予算の価値はどんなに高く評価しても評価しす

ぎということがなLづと自賛し，また52年度予

算に生じた赤字も I議会が私の課税案を承認

していれば赤字に陥ることはなかったはずだ」

ともいって，平時経済転換におけるもっとも困

難・複雑な政策課題がここにあったことを回想

10)均衡予算の達成を至上命令とする伝統的な財政政
策の思想にたいして，大戦後いわゆる補整的財政
政策， ピルトイン・スタピライザ一政策が提唱さ
れ普及してくることになるが， なかでもその端緒
を画したのは，経済発展委員会 (CED)が1947年
に発表した“Taxesand the Budget"だとい
われている(同書の内容については， W.W. 
Heller，“CED's Stabilizing Budget Policy 
After Ten Years，" The American Economic 
Review， September 1957， pp. 634~651 を参
照〉。一言でいえば， それは， 高雇用水準のもと
で予算が均衡するように税率を定めておき， それ
から先は歳出入の自動伸縮性を生かそうという構
想であった。このほかにもさまざまな案が出され
て論議を呼んだが， しかし「トルーマン大統領と
当時の CEA委員は…・・当時の理論的動向にはう
とく，彼らの関心は全般経済の安定化というより
は， むしろ社会的公正や構造的パランスの問題に
むけられていた。J(古米淑郎編『第2次大戦後の
アメリカ経済』ミネルヴァ書房， 1974年，第2章
26~27頁。野間俊蔵稿。)
11) s. P. Hunt廿ingtωO叩n，“TheCommon Deぱfense"
1961. (R. G. u'Connor edι.， American Defense 
Policy in Pers.ρective， 1965，に収録された部分
から引用， p.303)。
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している 1230 そうした志向は， 1949年におこな

われた51年度予算築の策定に鶏的にみられる。

この年アメリカ経済は戦後はじめての不読を感

じさせるものとなっており，不認対策としての

公共支出あるいは減説の嬰求が一部から強く超

った。また一方，米ソ関係の緊迫を背驚に掴防

長官および軍部から閤防費の強い増額要求がだ

された。 トノレーマン政権はしかし， この不滋で

藤入不足が予揺されることから，減税要求をし

りぞけてむしろ増説を求めかっ冨訪畿の大巾削

減を食む歳出の配縮を基本線として予算た策定

しようとした。トノレーマンは議会にたいしてこ

れをつぎのように説明しているO

1951年度財政にかんするシーリング設定の基本

札 (a)政府支出の水準をで~うるかぎち現状水準に

とどめること， (ぬとちわけ悶紡分野で現行計画の見

直しせとおこなって，今後予想される大きな支出増加

をはばむこと，にある。これだけの引き締めをやっ

てなお，綴行の税率でいけば少なくとも 2年間?とわ

i たり相当の赤字が見込まれるのである 13)。

ところでこうした慰設上の方針と立支持して，

周知のごとくこのトルーマン政権下で欝際的な

反共戦線の欝築が開始される。そして実擦の軍

事支出も， 48年度を議議として以後ゆるやかに

増額に向かうことになった。とりわけ49年8月

『中関白書Jの公刊によって連邦政府が中霞全

土の共産軍による綴EEを認めたこと，間9JHこ
ソ連の戦実験成功会務めたことは，密雲寺護費増額

への契機のみならず，その増額の内容の変化や

寧事戦略の変更の契畿~も与えるものとなっ

3 )j12Bのトノレーマン・ドグトヨンにつ

づき， 7 )j26日間家安全保締法が制定され，

開法にもとづき菌E方政策にかんする最高機関

として国家安全保障会議 (NationalSecurity 

12) H. S. Truman， Memoirs by Harry S. Truman， 
Year 0/ Decisions， 1955. 期江芳家紋 fトノレー
叩ン回顧録3俊文社， 1966依第2巻鯵3
13) S. P. Huntington， op. cit.， (O'Connor ed.， 
op. cit.， p. 303から引用〉。

Council， NSC)が設躍された。 この NSCは

大統領藍震の諮問機関であり，大統領，副大絞

領，調務長官，服防長官のほか大統領が鑓持径

命する各省長官などで構成される。これと同時

に陸海空宝寧を統括する菌務総惑が創設され，

E議訪総省の中には3主震の参謀長，作戦部長など

からなる統合参謀本部が設けられた。菌防長官

は文官に設定される。

ては1947年

主要寄生撲にかんし

(The Armed Ser-

vices Procurement Act. 48年2月に議会通

過)によって，大戦後の軍需鶏瀧のあり方〈民

開発注への全面的依存，入札方式にたいする協

議調達方式の大幅導入・常態化，不動罷定髄格

契約 firm叩fixed-pricecontractsにたいする

費用鐙還契約cost凶reimbu持 ementcontracts 

いわゆるコスト・プラス方式の確認など〉にか

んする

大戦時と異なる新たな家事譲構が作られてく

る。しかしこの箪事議撲は，国防長官・誼合参

謀本部の実権，文官と軍人の権醍欝係 3軍関

の分強・協力関係，予算執行上の合理性などの

多くの話で不確定，浮華左前な性格を含み，矛

・車L聯・無駄を常時議皐しながら展諾され

た。そしておいおいのべるように，大統領選挙

の都度つぎの政権をめざす疫対政党はこのこと

を批判のやり玉にあげ，これ令解決することで

軍事力強化と軍事支出抑制の双方が果たされる

かのように宣告したのである。

こうした不確定な体制jのなかにあって， NSC 

は発見と同時にいち早く大きな権能を発揮し，

国勝計額の大綱づくりのみならず，外交方針の

策定にも影響を及ぼす存在となったo.NSC拭

大統領に向けて短期間に撃しい報告文書を擬出

しているが，なかでも初期の最も有名なものと

いえば， NSC68で為ろう oNSC68について

は，従前から政治学者による議設が少なくな

い。わが蜜でもたとえば， 畿会予千博氏は r霞

， 14) 1947年鍛需調達主きにかんする詳細は， 華寺関智?戦
後アメリカ主事需謁迷制度と政府部門司〉再編J(f経
済論幾j然131巻3聖子， 1983年3JDを参照。
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際政治機構の冷戦=双極システムへの分化とい

う現実をアメリカ政府が公的に認知しこれに対

応する冷戦戦略をグローパルな規模で打ちだし

た」文書と解し15〉， 永井陽之助氏は， NSC68 

をこれまでの「封じ込め」戦略に全面的な再検

討を加え「全面戦争という空軍的概念に基礎を

おく」戦略つまり大量報復戦略の構築に転じた

画期をなすもの， として説いている 16)。山田浩

氏も新しい戦略構想という面から言及している

が，しかしまだ「核抑止論の確立を裏づけるも

のでなかった」と， NSC68の過渡的性格の方

を強調している 17)。

ところでこの NSC68が， 軍事と経済との

関連についても画期的な見解を提示したのだと

いう側面からの論考は， ごく少ないように思わ

れる。最近私は， この NSC68を戦後アメリ

カのいわゆる軍事的ケインズ主義の思考を示す

最初の文書だと評した2冊の著書に接した問。

つまり， トルーマン時代の軍事支出の扱いがこ

と経済政策としてみるかぎり消極的な性格を示

したなかで，はじめて平時下の軍備強化が経済

にプラス効果を持ちうるとL、う積極的観点を打

ち出したというのである。ただし NSC68の

文書にその点がそれほどまとまったかたちで明

確にのべられているわけではない。最も関連の

ありそうな箇所を抜き出してみると，以下のご

とくである。

i(合衆国の)工業生産は， 1948年の第1四半期か

ら49年の第4四半期にかけてマイナス 10%，また

1944"'49年では4分のuこちかい低落，を示した。
失業者の数も1943年の107万人， 44年の67万人水準

にくらべて， 50年3月には475万人とL、う増大ぶり

15)細谷千博編『アメリカ外交』日本国際問題研究
所， 1986年 2頁。
16)永井陽之助『冷戦の起源』中央公論社， 1978年，

286~288頁。

17)山田 浩『核抑止戦略の歴史と理論』法律文化
社， 1979年， 49頁。
18) H. G. Mosley， The Arms Race: Economic 
and Social Consequences， 1984， pp. 7~1O， 

R. W. DeGrasse Jr.， Militaly Extansion， 
Economic Dectine， 1983. lllp. 2~3. 

で、あった。 GNPは48年にピーグを達成したあと，

49年に下り坂に向った (48年2，620億ドル， 49年後

半6ヶ月では年率で2，560億ドル〉。不変価格ベー

スでは1944-48年に，約20%低落している。

(ところがその後)経済活動の活況が戻ってくる

や，合衆国は……ただちに年率3，000億ドルという

GNP水準に到達しえたのだった。成長のかかる趨

勢は，合衆国および自由世界の強大な経済・軍事の

建設を可能にするだろうし，また強大な経済・軍事

の建設によって，この成長自体が促されるともいえ

るのである。また力強い経済の拡張がはたされれ

ば，園民の生活水準に後退がないまま必要な建設を

なしうる。なぜならその生活資源はGNPの年々の

増分からの分け前として獲得されうるからである。

このことは合衆国の今後の進むべき進路を見通すさ

いの，根本的に重要な事実である。J19)

「経済全体の観点からいえば， (軍事力強化のた

めの)この計画の実施は，生活水準の実質的な低下

に結果しないのではなし、かと思われる。この計画の

卓会舟桑2Cそ，ら元手品夫J:量if長A産品vCふ
け与える以上のものとなることが考えられるからで

ある。第2次世界大戦の経験から引き出せる最も重

要な教訓のひとつは，アメリカ経済が完全雇用に接

近しながら稼動されていくとき，高い生活水準を維

持しながら民需以外の目的に大量の資源をあてるこ

とができるという教えであった。価格の変動を考慮

に入れた数値でいって， 1939~44年の個人消費支出

は約5分の 1増大したのである。そしてその問，政

府使用に向けられた資源量は， (1939年価格で)600 

億ドルから650億ドル水準に増大したのだった。J20)

(傍点は森〉。

これはケインズが第2次大戦当初にアメリカ

に向けた予想とほ立同様の見通しだった。しか

しこの NSC68が， ケインズが『一般理論』

と「戦時特殊理論」をつなげ考慮したような理

論的背景をもって説かれたとは忠之ないし，

GNPが軍事支出の増加を越えて増加する条件

19) NSC 68， A Report to the President Pursuant 
to the President's Direi:tive of. January 31， 
1950， Apri1 7， 1950. (Foreign Relations of 
the U. S. 1950 (Washington D. C. GPO 1977) 

vol 1.J p. 258. 
20) ibid.， p. 286. 
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があることを事実をあげて示しているわけでも

ない。論拠はひたすらに第2次大戦の経験だっ

たともいえる。国務省の或るスタップはこの報

告を，善と悪の単純な対比に立った危機神学，

「初歩的な思想の最も冗長な表現」と評したそ

うであるが21)， NSC 68全編にわたるそうした
性格にもかかわらず，それが先にみたような国

際状況から生みだされたものである故に，政策

への影響力は絶大なものになるだろうことが当

初から予想された。大統領は報告を受けてただ

ちにこの大綱にもとづく具体案を作成するよう

指示し， NSCは51年度予算案への修正を含む
具体案作成のために専門小委員会を設けて，迅

速な作業に入った。

この専門委員会が5月9日の会合から実際の

作業に入ろうと予定していた，その前日の5月

8日 2通のメモランダムが NSC事務局長宛
に送付された。 1通は経済諮問委員会 (CEA)
委員 H.Q. Dearbornからのもの，他の 1通は

財務省予算局予算編成部の副部長W.F.Shaub

からのものである 22)。前者には CEA委員長
L. H. Keyserlingの承認サインが付されてい

る。また後者についていえば，財務省はこの

NSC68を軍事予算増額のためのかけひきの一
環とみて反捜し， Shaubが代表してその意向

を詳説したのである。したがって前者を CEA
見解，後者を財務省見解といって差支えないと

思われる。

CEAからのメモランダムは簡単なもので，
専門委員会の作業への協力を前提としながら

NSC報告の問題点や残された課題をのべると
いった感じの基調である。経済問題との関連で

は23)， NSC 68が軍事支出を GNP比や予算比

21)永井陽之助，前掲書， 287頁。
22)このほか 5月29日， National Security Re. 
sources Boardからのコメントも送付されたが
(Foreign Relations of the U. S. 1950， vol 1， 
op. cit.， pp. 316~23 に収録)， ここでは割愛す

る。
23) H. Q. Dearborn， Comments on NSC 6'8 
(Foreign Relations of the U S. 1950， ibid.，) 
p. 308，311. 

など比率でしか問題にしていない点を不満と

し，今後ぜ、ひ実額で検討してほしいと要請して

いる。アメリカ全体の生産力が急速かつ大規模

に成長しているのは NSCがし、うとおりだが，
この成長の程度と内容構成をどうみるかが計画

設定のひとつの決め手になろう。軍事計画をど

こまでひろげたとき，民需の削減や，価格騰

貴，物資の割当制，連邦政府の非軍事支出の削

除，増税， といった事態の必然性がでてくるか

が，まさに上の分析にかかっている。それゆえ

にCEAとしては，生産の潜在力の注意深い分
析こそが NSC計画案の中心に置かれるべきも
のと考える。 CEAの見解でも，合衆国の経済
能力は生活水準の大幅な切り下げや自由経済へ

の制限を伴わずに大規模な軍拡をなしうるほど

のものだとは考えるが，それでもそうした大計

画が経済・社会政策上生みだす多大の問題を軽

視しではならない。この点、の細心の注意なしに

は，議会や国民の同意がえられず，ひいてはそ

のことが計画遂行自体を危うくしかねないだろ

う。 Dearbornはこのようにのべている。総じ

ておだやかな口調ながら， NSC68の，軍拡が

経済成長を抑制しないばかりか逆に活性化させ

るという楽観論に同調するところはない。

これにたいして財務省の Schaubからのメモ

ランダム同は， NSC68への全面的な批判文書
である。ソ連の脅威増大，米ソの軍事・経済力

の接近など， NSCの状況認識の論拠がまった
くあいまいで， このあいまいな論拠をもとに大

軍拡を提唱されても受け容れがたいというのが

批判の基調をなすが， とくに軍事と経済との関

係については，つぎのような論点があげられて

いる。

1. NSC提案は現下の軍拡が経済にマイナ

ス効果をもたらさぬことを説くが， どれ程の軍

事支出を行なうのかという数値の裏づけなしに

経済への影響を云々することは不可能である。

24) W.F. Schaub， Co例ments01 the Bureau 01 
the Budget on NSC 68. (Foreign Relations 
of the U. S. 1950， ibid.，). pp.298~306. 
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2. 軍拡が経済にプラスの効果をもっ根拠を

NSCは第2次大戦の経験に求めているが， 今

日の状況を大戦時と比較するのは間違ってい

る。 1944年まで経済が成長しえたのは，あくま

で大戦という特殊な事態の下で，広範な政府に

よる統制，特定・大量の資源の費消，短期にの

み耐えることができたインフレ，などを伴つて

のことである。これらを長期にわたる冷戦下で

適切に実施することなどはできない。

3. 今，資源と労働力の大規模な軍事動員を

必要とするほどに戦争がさしせまっていると考

えなし、かぎり，軍拡の方針は，長期的に国民の

支持がえられるかの判断，また軍事的な脅威と

国民生活や経済成長を脅やかすものとを比較す

るような思考によって，強く影響されざるをえ

ない。軍事支出の持続的拡大は，そういう経済

コストや心理的コストの増大を伴うものなので

ある。

4. 現在のアメリカ経済はすでにかなりの高

水準にあり，重工業や建設業には景気過熱とイ

ンフレの徴候さえみられる。この状況下で大規

模な軍拡を行なうとすれば，インフレの昂進，

増税，政府の直接統制による民需から軍需への

移転，などが避けがたいであろう。そして生産

の総量はほとんど増加しないことになるかもし

れないのである。

5. 長期の問題としても，軍事支出を雇用維

持のための手段とみることは，必要でなくまた

正しくもなし、。軍事支出の長期にわたる増加

は，民需に行くべき資源を奪い，増税による経

済活力の抑制，民間投資への悪影響，他の公共

支出の削減といった悪い経済効果を，結局は生

みださずにおかないものである。 NSC68にも

られた計画が全体として経済成長にプラスする

とはとても思えなし、。むしろ現在の経済に困難

な問題を惹起する可能性がある。リスクを伴わ

ぬ行動がないことは承知しているが， NSC提

案から予想されるリスクは，行うべき配慮を欠

いたためのものといわざるをえないのである。

以上がSchaubの，あるいは財務省からの批

判の大要である。上述のようにケインズは，経

済の趨勢が完全雇用に近づいているときにはい

っそうの資源・労働力の軍事への使用が民需部

門の犠牲やインフレを招来すると強調したが，

財務省見解はほ父そうした現状認識に立ってい

るといえよう。 NSC68が軍事ケインズ主義的

思考の走りだというなら，それを全面批判した

財務省も，ある種のケインズ的見解に立ってい

たといえないことはない。

NSCと財務省、の対立がこれ以上の議論にす

すむより早く，翌6月の25日に朝鮮戦争が勃発

し，事態はまったく新しい局面を迎えることに

なった。軍拡計画そのものは， NSC68に沿っ

た案が9月正式に承認され，その後はさらに

NSCの当初の予定をもこえて進行する。そし

て「平時」における経済と軍事の関連について

の問題は，朝鮮戦争後の課題として残されたの

だった。

11. 朝鮮戦争によ:Q軍拡と経済

アメリカ経済は1948年から49年にかけて景気

後退を体験した。しかし49年後半から工業生産

は徐々に回復してきた。個人消費とくに自動

車，住宅などにも顕著な上昇が生じた。だが一

方，価格や雇用の回復はおくれ， 50年中期まで

目立った動きを示していなかった。

そして1950年6月に朝鮮戦争が勃発した。経

済の諸指標は一斉に急上昇しはじめる。 51年7

月から休戦交渉に入り， 53年7月27日に休戦協

定が調印される。そして53~54年にかけて，軍

事支出の減少，インフレ対策としての通貨量引

き締め，などを直接の契機として，アメリカ経

済は不況に入る。

第2次大戦の終結から今日まで，アメリカ経

済が体験した景気の二つの最高揚期は，朝鮮戦

争とベトナム戦争のピーグ時に合致する。とく

に朝鮮戦争の「成長」へのインパクトは直接で

はっきりしており，これを疑うことはできな
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い25)。しかし朝鮮戦争が48~49年の不況からの

回復をもたらしたのか， この戦争なしに景気は

J回復しえなかったのか， と問うなら，その答は

容易でない。当時の不況一一回復一一好況過程

については， 1960年頃までマルクス経済学者に

よる多数の論稿が書かれているが263，そこでは

まず48~49年の景気後退を中間恐慌とみるか全

般的な過剰生産恐慌とみるかに，見解の対立が

あった。これによって朝鮮戦争そのものの役割

もや L違ってくるが，いずれにせよ当時のマル

クス経済学者の大勢は大戦後の資本主義経済全

体が一貫して経済箪事化によって支えられてい

ると見倣していたから，そうした全般的危機の

構造と資本主義にほんらい的な景気循環との双

方をどう整合させて各々の局面を担えるかが，

理論的な問題の焦点だったといえよう。しかし
キイ

後年，全般的危機という，時代の鍵概念の有効性

が疑われはじめ，一方景気循環の原理的規定を

現代資本主義に適用することの有効性にも疑問

が高ずるにおよんで，朝鮮戦争とその前後の経

済過程でさえ，それを軍事要因だけで説くのは

乱暴だという見方がでてきたE九ただしこの観

点に立った朝鮮戦争期の本格的経済分析は，上

の系譜からはまだ生れていない。

当時のアメリカにおける論述も一様でなかっ

たように思われる。第uこ朝鮮戦争によってア
メリカ経済がはじめて不況から本格的に脱出し

たのだという見解は，当然に大戦後を長期停滞

の基調の上に展望していた人々のものとして現

25)朝鮮戦争当時の経済過程を立ち入って分析した著
作として，菰淵正晃『戦後アメリカ景気循環史研
究』法政大学出版局;1969年， および小松聡『ア
メリカ経済論』ミネルヴァ書房， 1972年を参照。

26)当時の代表的な文献については，菰淵上掲書第
1， 2章にわたる注記を参照。

27)たとえば，安保哲夫「戦後アメリカ資本蓄積にお
ける軍事体制の役割J(武田隆夫他編『資本論と
帝国主義論』下，東京大学出版会， 1971年所収)，
石崎昭彦「アメリカ国防支出とその経済的影響」
(大内力編『現代資本主義と財政・金融1，国家
財政』東京大学出版会， 1976年)を参照。

われた28)。第2に戦争という契機なしに景気は

49年後半から回復過程に入っていたけれども開

戦によって一挙に加速されたとする見解は，そ

の理論的根拠はともかくとして，事実過程の最

も無理のない説明として現われた。そして第3

に， ことさら戦争要因にふれずに，また時には

戦争による好況という内外からの批評に反接を

示しながら，戦争なしでも自力で回復・上昇し

えたアメリカ経済の底力を強調する論が生れ

た。むろんこれら諸見解の境界はそうはっきり

したものでないが，総じていえば，長期停滞論

の風潮が強い初期ほど戦争という外生要因で景

気上昇を説く傾向は強く， 50年代の経過ととも

に楽観論(長期繁栄論)が支配的になるにつれ

て戦争要因がことさら強調されなくなる， とい

うのが当然のなりゆきであったろう。

本稿はこの問題の史実にそくしたいっそうの

検証を目指すものではない。ここでは第1節に

つづき，当時の政策担当者の見解を確かめなが

ら論をすすめる。

朝鮮戦争の勃発から半年後に出された経済諮

問委員会 (CEA) の1951年年次報告は， その

前後の年次報告の構成とはかなり異なって，第

2次大戦の初めから当時までの十数年間におけ

るアメリカ経済の動態と問題を総点検するかた

ちをとった， しかも例年にない大部のものであ

る2的。半年前 NSC68にたいして合衆国経済

の注意深い分析にもとづく計画施行こそが軍拡

の成否を決めるだろうとコメントした CEA

が，いまこの NSC68提案の実施過程におい

て， 自らその分析を行なったのであった。本稿

の主題にかかわる部分だけを以下に抜き出して

列挙してみよう。

1. 第2次大戦の経験の総括。 1940年から44

年まで軍事支出は13倍とし、う急増を実現した

28)たとえば A.H. Hansen，“Grow'th or Stagnat-
ion in the American Economy，" TheReview 
01 Economics and Statistics， Nov. 1954. pp. 
409~414. 

29) Economic Report 01 the President， 1951， pp. 
33~241. 
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が，国民総生産もこの間60%増大し，そのため

軍需関連の生産だけでなく国民の基本消費にも

改善が生じた。これを可能にした三つの主要因

として， 30年代の大量の失業と遊休設備を転用

しえたこと，大規模な新設備投資の実施，婦人

を含む新労働力の掘りおこし，を挙げうる。そ

してこの3要因を生産力に結びつけるために，

直接統制を含む多くの政策が不可欠であった。

かくして大戦経済は「大砲とバター」の両方を

実現したのであったが， とはいえそれが矛盾や

犠牲を全く伴わなかったわけではなし、。消費の

総量はたしかに増大したが，消費対象の範囲や

質には限定が科された。分配面では，増税によ

り実質所得が減少した家族もある。多くの施策

にもかかわらず，インフレ圧力を抑えきること

もできなかった。こうしたことすべては，呉な

る条件下であるとはいえ，今日の軍事力強化に

さいしての重要な参考になるだろう向。

2. 終戦から1950年にかけて，われわれは軍

事支出の急激な縮小にもかかわらず，終戦直後

の生産の後退をごくわずかの程度にとどめ，以

後の回復をつうじてほとんどの指標で史上最高

の数値を達成するという経験をもった。民間消

費支出は1944年に達成した水準をさらに3分の

1越えて増加した。住宅建築や乗用車など従来

の耐久消費財に，テレビなど新興の耐久消費財

が加わって市場が急成長しつつある。一方，企

業の設備近代化の投資によって，生産性の顕著

な向上が生じている。製造工業の生産能力の増

加率は， 1939~45年31%， 45~50年に27%であ

ったが，増加の絶対量では後者の方が大きかっ

た。

戦後におけるこうした成果は r民間の経済
活動と政府の経済政策との新しいモード」によ

って実現されたものである。これにより，軍事

要因を離れて経済活力が生みだされただけでな

く，伝統的な景気循環論の観念をこえる新し

い安定要因が作りだされたのである。この成果

のうえに，今われわれは新たな軍備拡大の課題

30) ibid.， pp. 43~52. 

に直面している。しかしこの課題は，第2次大

戦の開戦時点よりもやっかいな問題を含んでい

る。なぜなら，あの時点よりも今日では設備稼

働率が高く失業率が小さくて，軍需転換による

民需の犠牲をより多く必要とするからである。

にもかかわらず，今日の高い生産力水準からい

って，民需からの転用があってもなお人々の生

活が大戦前よりはるかに高水準に保たれること

は疑いえないであろう 31)。

3. 朝鮮戦争勃発の直前，連邦政府の国防支

出額は年率180億ド、ノレ水準にあった。開戦によ

って直ちに200億ドル水準に引き上げられたが，

1951年中に一挙に450~500億ドルにまで増加す

ることが見込まれている。これだけ巨額の政府

支出のほかに，民間部門でも軍需に関連する大

規模な設備投資，転換投資が予定されている。

軍事部門が国民経済全体に占める比重は第2次

大戦時よりかなり低いだろうが，だが一方上に

のベたように民需抑制の圧力はそう小さくない

のであって，それだけ巧妙な調整を必要とする

であろう。とりわけ，開戦からの半年間すでに

物価の騰勢がきわめて顕著にすすんでおり(卸

売物価11%，小売物価4・5%の上昇)， 政府
の強力なインフレ対策施行が急務となってい

る32)。

CEA報告は，大戦後のアメリカ経済が，軍

事要因なしにとはいわないが軍事要因を次第に

削ぎ落しながら別の成長構造を作りだしつつあ

ったとL寸分析を示し，朝鮮戦争による新しい

軍事要因が加わることで総生産は飛躍的に高ま

るだろうが，それは経済にとってただ歓迎すべ

き側面だけでなく，そのために広範な経済政策

の導入が必要である， という基調で、書かれてい

る。この経済政策は，一方で軍事動員に直接か

かわる基礎資材の統制，国家資金の貸付や企業

の信用保証，設備の加速度償却の導入などであ

るが，それにも増してもう一方，大量の軍事動

員が生みだす民間経済全体への反作用一一イン

31) ibid.， pp. 53~65. 
32) ibid.， pp. 67 ~83. 
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フレ，所得分配の不公平，設備・資源・労働力

の配分上の困難ーーに対処することが求められ

ている。準平時下における大軍拡であればこそ

の論調である。

とりわけ強調され多くのページが割かれてい

るのが，インフレの脅威である。インフレこそ

長期の経済成長にたいする最大の阻害要因であ

り， これの制御は生産拡大のための直接的施策

よりも高度で困難な政策課題だとL、ぅ。このイ

ンフレ対策として CEA は， 租税・信用政策

による間接的手段，生産統制，価格・賃金の直

接統制の三方策を動員してあたるべきことを説

いている 33弘前節でトルーマンの財政政策がイ

ンフレ抑制と財政赤字の克服に重きをおき，軍

事予算もこの面からの制約を受けたことをのべ

たが，それは以上の文脈を含んだ政策でもあっ

たというべきであろう。とかく財政政策一本槍

に傾きがちだったケインジアンのなかにも，金

融政策，インフレ対策を重視する思考が，次第

に浸透するようになってきつつあった判。

こうした見通しにもとづいて採られた朝鮮戦

争中の諸政策とその効果の検証は，前にものべ

たように本稿の対象外として， ここでは話を，

一挙に朝鮮戦争の休戦近くに移す。この戦争に

よる経済への直接的なインパクトが峠をこえ，

休戦後の経済のことが話題になりはじめた時期

比ルーズベルト以来20年に及んだ民主党政権

が大統領選挙で共和党の政権に移行する時期で

もあった。

1953年1月， トルーマン大統領最後の経済報

33) ibid.， pp. 97~98. 
34)連邦準備銀行は第2次大戦以来1951年までほぼー
貫して低金利政策， 国債の額面質入政策をとりつ
づけた。戦後の民間資金需要の急増に対応して商
業銀行が保有国債を手離したのにたいし，連銀は
国債価格を額面以上の価格に維持することを政府
にいわば義務づけられたのであって， これが過大
な信用膨脹とインフレの原因だという批判は次第
に強まった。 1951年3月tこいたり，政府と連銀と
の「アコード」と呼ばれた協定によって，連銀は
はじめて国債価格支持を撤回することになった。
以降，財政政策から相対的に独立した連銀による
対インフレ政策が開始される。

告がおこなわれた。最後の報告らしくトルーマ

ンはここで，在任中の経済過程全体の特徴づけ

に力を注いでいる。話の中心におかれるのは，

1946年の雇用法の制定とその効果である。この

雇用法いらいアメリカ経済の成長要因として，

政府・議会と民間企業との調和が着々実現され

るようになった。 1947~48年のインフレに対す

るとりくみではまだこの調和は未熟であった

が， 49年の不況へのとりくみ，ついで朝鮮戦争

下で民需の抑制を避けながら軍需を拡大すると

いう協働のなかで，めざましい成果をあげるま

でになった。完全雇用が戦争に依存して実現さ

れたのは，歴史上1930年代末から第2次大戦に

至る経過だけのことである。 1950年中頃まで

に，われわれはもはや戦争なしの繁栄の構造を

手中にしたのである。朝鮮戦争による軍拡でわ

が国の繁栄が大きな刺戟を受けたことは事実だ

としても，しかし反面， この大軍拡のために増

税や民需生産からの転換によって平常の生産に

負の要素を加えたことを忘れてはならない。に

もかかわらず，この期間に民需品の生産の絶

対水準は上昇した。民需生産が軍事支出のゆえ

にでなく，軍事支出にもかかわらず増加したこ

とが重要なのである。トルーマンはこう自賛し

ている。

ところでその朝鮮戦争がし、ま終ろうとしてい

る。終戦後のアメリカ経済はどうなるのか。軍

事要因を取り去ってなお繁栄を続けうるか。こ

のあたりになると， トルーマンの語調は明快と

いい難い。

第uこ今後の軍事費削減がどのようなテンポ
で進むにしろ，それが第2次大戦後の削減のシ

ョックよりはるかに小さいことは疑いえなし、。

そしてこの小さなショヅグの期間中に，政策に

よって対処する手腕をいっそうみがき，持続的

な繁栄構造に結びつけることが目下の課題なの

であるお〉。

第2に，ここ 2年あまり軍需と民需の双方の

35) Economic Report 01 the President， 1953. p. 
24. 



1986.12 アメリカ国防経済論の形成過程 森 183 (403) 

増加を実現させてきた経済政策を，いま急速に

変えることは無謀であろう。この政策に関連し

て，つぎの4点が考慮さるべきである。①戦時

下の動員計画は今なお高原状態で推移している

のであって，計画の今後の収束については未だ

完全に把握されていない。②個人消費支出は依

然堅調であるから，軍需からの転換を求める必

要は，それほどさし追ったものでなし、。③国防

生産法にもとづく諸統制は資源配分になお幾分

か有効な作用をなしているから，全面撤廃する

必要がない。④国際関係が不安定で，われわれ

の国防努力の持続を必要としている向。

第3に， したがって今日の国防計画は，少な

くとも今後2年間アメリカ経済に強い影響を保

持することになるであろう。それは産業に確実

かつ安定的な需要を提供する。しかしこの計画

が漸次縮小に向かう以上，完全雇用を維持しな

がら生産性を高めていくには，それ以外の項目

での需要成長が必要になってくる町。

第40rそれ以外の項目」 とは何か。ひとつ
は事業基盤(資源開発，運輸手段，道路など)

や生活基盤(教育，福祉など)への公共支出で

ある。これにたいする国民の要望はきわめて大

きく，政府としても大いに意を用いてきたとこ

ろであるが， しかし今日の政策を余程変えぬか

ぎり，支出額がきわだって増加してL、く見通し

はない。もうひとつは民間投資のいっそうの活

性化である。だが戦時下の軍需と加速度償却な

どによって刺戟されてきた民間投資が，戦後一

旦頓挫するということは経験的にも十分ありう

る。商務省， SECなどの調査によっても， 民

間企業の投資計画は前年よりもや L低水準にあ

ることが知られている問。

以上， トルーマン最後の経済報告からわれわ

れのテーマに関連する要点を抜き出してみた。

大戦後経済の健全性にかんする賛美とは別に，

当面の経済が軍事要因を欠いては支えきれぬこ

36) ibid.pp. 76~77. 

37) ibid. pp. 89~91. 

38) ibid. pp. 91~93. 

とが表白されており，民間投資の停迷も予見さ

れ，今後のある穫の後退が懸念されている。こ

の後退がアメリカ経済の本質的な健全性を損ね

ることのないよう，政府のビルト・イン・スタ

ピライザ一機能を巧妙かつ大胆に遂行せねばな

らぬといった論述がこれにつづいているが， と

りたてて内容を紹介する必要はなさそうであ

る。

アイゼンハワ一政権に引き継ぐ時点のこのト

ノレーマン報告は，単に朝鮮戦争の終結という特

殊な時点の実情にとどまらず，第2次大戦後ア

メリカ経済の到達点をそれなりに反映している

といえよう。すなわち，この時期までに軍事支

出および軍需生産部門は，アメリカ経済のなか

に抜き差しならぬ確乎たる位置を占めてしまっ

た。これから後この部門を欠いて経済が成長す

る事態はありそうになL、。そのような平時の経

済構造は，史上はじめてのものである。とはい

ってもそれは，軍事支出や軍需生産がつねにア

メリカの経済成長を牽引する位置についたこと

を意味するのではない。大軍拡が行なわれる左

その牽引力は強力であるが，それだけに軍拡が

終り軍事支出が横ばいや漸減を示す時期に入る

と，それはし、わば巨大な停滞基幹産業の様相を

呈するのであって，この停滞を埋める別の牽引

力が必要である。従来，大戦後アメリカ経済の

軍事主導性を強調する論者の多くは，軍事以外

に経済成長の原動力を認めようとせず，軍拡期

以外はすべて本質的に停滞期だと規定するか，

或いは軍拡期に抑制された民需が後に発現する

繰延べ需要による成長にすぎないと解釈する傾

向があった。こういう一元的な解釈に終始する

のは無理である。軍拡が頭打ちになってもつね

に停滞や後退一途が待ちうけていたわけで、はな

く，経済を底支え押し上げる別の力の方も時代

とともに育ってきたこと，産業構造全体が(む

ろんいわゆる寄生性，腐朽化の昂進を伴いつつ)

より多元的，重層的なものとして発展してき

たことを認めてかからなければ，現代経済の構

造に立ち入つてはいけない。その批判はまた，
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大戦後アメリカ経済を「高度大衆消費段階」な

どと一元的に規定し， この面からだけ成長構造

を説明しようとする論者たちにも向けられるべ

きものであろう問。

いずれにしても，軍事支出および軍需生産は

もはやアメリカ経済に不可欠な支柱のひとつと

なってしまった。どの政権も，以後この事実に

立ちその上で政策の相違を打ち出すことにな

る。とりわけトルーマンを引き継ぐアイゼンハ

ワ一政権の時代は，そうした経済構造がはじめ

て確認されていく時期であり，また国民経済へ

の連邦政府の介入ということが即，軍事支出を

もっての介入とならざるをえなかった時期で、あ

る。次節では，この聞の経済政策の志向にたち

いってみたい。

111.軍産複合体制へ

話はもう一度，第2次大戦の終戦時に遡る。 1

V-Jデー (1945年8月15月) に802万の兵を

擁したアメリカ陸軍は 5ヶ月後の46年1月に

423万人， 同7月には 189万まで兵力を縮少し

た。海軍の兵力も 340万人から46年3月 160万

人にまで減った。この動員解除のテンポは，世

界史上最も急速なものに属する判。かかる急速

な解除にたいしては軍部高官らから強い懸念が

表明され， トルーマンもその懸念に同意した

が r息子たちを早く故郷へ」 とL、ぅ圧倒的な
世論に抗うことは誰にもできなかった41)。陸軍

39)ここで私がし刈、たし、ことの詳細は， 拙稿「アメリ
カ資本主義史における現段階J (一橋大『経済研
究』第30巻2号， 1979年4月)および拙著『株式
会社制度』北大図書刊行会， 1985年，第6章3節

を参照されたい。
40) S. P. Huntington， The Common Defens巴
(0 'Connor ed.， 0ρ. cit.， p. 299). 
41) Wトルーマン回顧録』第1巻第33章， 前掲邦訳，
380頁以下。永井陽之助氏は， Iこれ(圧倒的な動
員解除の世論…森) こそが戦後アメリカの軍事計
画担当者が不可避的に，原爆及び水爆にその全戦
略計画を依存させざるをえなかった根本の理由で
あった」といっている(前掲『冷戦の起源~ 214 
頁〉。 しかしそこまでいいきってよいのか， 私に
は大変疑問に思われる。

参謀総長の職責にあり，大戦の武勲により元師

の称号を贈られたアイゼンハワーも，当時同様

の懸念を表明した1人であるが，彼はそれにと

どまらず戦後の平時社会のなかに強力な軍事力

と軍需生産体制を常備することの必要を，誰よ

りも考え早くから主張したのである。

1946年4月，彼は戦時総省、はじめ軍事関連の

要職にあるすべての人々に宛てて，今後の態勢

にかんする提言のメモランダムを書いた42)。彼

はこれをつぎのように書き出す。

「今次の大戦は，わが国の強さが戦時における全

国家資源の結集から最もよく引き出されることを，

以前のいかなる時期よりはっきり示した。もっとも

重要なことは，この経験がもたらした教訓を平和時

における陸軍の計画と訓練のさいにも忘れてはなら

ない，ということである。わが国の将来の安全のた

めには，火急のさい転換や再編によって重要な支援

を与えてくれる民間資源のすべてが，平時において

も軍の活動と筏接に協力し合っていることが必要な

のである。J(傍点は森〉。

この観点からアイゼンハワーは，平時におけ

る国防政策の要点として， (1)陸軍は兵器生産の

ためだけでなく軍事計画を樹立するうえでも民

間の援助を得なければならない(そのために民

問機関が軍事関連の活動に利益を見出す，軍事

計画に協力する契約を結ぶ，などの態勢を作る

必要がある)， (2)科学者と企業家には研究実施

上，最大限可能な自由が与えられなければなら

ない(そうでなければ長期の相互信頼も独創的

な仕事もむずかしくなる)， (3)緊急時にわが国

の産業・技術上の資源のいくつかを軍の構造の

組織的な構成部分として活用する可能性につい

て，慎重な検討が必要である(これまでのやり

方をただ踏襲したり，他の効率的組織を真似る

だけではいけない)， 付)軍の内部では， 研究と

開発の責任を，調達，購買，貯蔵，配給といっ

42) A memorandum by General Eisenhower in 
1946. (S. Melman. Pentagon Capitalism 1970; 
Appendix A.高木郁朗訳『ペンタゴン・キャピ

タリズム』朝日新聞社， 1972年，付録。)
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た機能から分離しなければならない。 (5)軍の全

部門の将校は，軍事計画一軍事開発が民間能力

との緊密な結合から生みだす利益に十分な理解

をもっていなくてはならない(したがって狭い

軍事科学部門の知識にとどまらず自然科学・社

会科学の広い分野を理解し応用できるような要

員を軍内部に育てなければならなし、)， の5項

目を挙げて解説を施している。

おそらくこの文書は，平時における軍産複合

体構築の必要を説いた，最も先駆的な文書とい

ってよいであろう。アイゼンハワーおよび軍人

としての洞察において彼と並ぶと称せられるマ

「シャル元師は，いずれも次に来る戦争は今次

大戦以上に全面戦争 totalwarになるだろう

と確信していた43)。その全面戦争は今次大戦以

上に総力戦，経済戦としての性格を強めるであ

ろうから，平時における軍部と産業，科学技術

者との協働関係の構築ι維持は，軍隊そのもの

の維持にも増して，決定的に重要だというので

ある。

1946年6月5日，彼は議会の下院軍事委員会

でつぎのように証言している叫。

「均衡がとれた強力な研究および開発計画を維持

することが必要なことはいくら強調してもしすぎる

ことはありません。...…戦時中われわれは科学者や

研究者の優秀な組織を作り上げました。彼らの科学

的知識，技能，創意によって米国の軍隊は世界で最

高の装備と最も効果的な兵器を与えられました。

…・・こうした優秀な組織のワク組みをそのまま保存

しておかなければなりません。誘導弾，エレクトロ

ニクス，高速，高性能航空機などの分野において

は，可能性は無限であります。われわれがたえず一

歩先んじていることが，死活にかかわるほど重要で

あります。」

これが， アイゼンハワーが今次大戦の実戦で

得た実感であり，次に来る戦争というもののイ

43) Huntington op. cit.. p. 304. 
44) D. D. Eisenhower， The White House Years; 
Mandate for Change， 1963.仲晃，佐々木謙
一訳『アイゼシハワ一回顧録~ 1.みすず書房，
1965年，付録 D.531頁。

メ}ジの根底をなすものであった。このイメー

ジは，大統領時代の彼の「大量報復戦略」にも

一貫して流れている。大統領になる以前， 1945 

年11月15日から50年3月29日までの聞に，彼は

議会で11回の証言をおこない， こうした基本視

点から国防力の強化を訴えつづけたのであっ

た4520

アイゼンハワ一大統領時代の政策基調を理解

するために，この事実は十分留意する必要があ

るだろう。周知のようにアイゼンハワーは，大

統領の座を去る61年1月の告別演説で，アメリ

カ社会の軍産複合体の存在を指摘し，それを

「憂慮」し，未来に警鐘を鳴らした大統領とし

てしばしば描かれる。 2期にわたる政権をつう

じて撃ち合いの戦争をひき起さなかったのが何

よりの自慢だった， と伝えられている刷。大統

領在任中，軍事支出額が総じて横ばいか漸減を

続けたことも事実である。 53年4月，彼は「最

新式重爆撃機一機のコストをもってすれば……

30以上の都市に近代的な煉瓦建の学校を一つづ

っ作ることができる。二つの発電所を作って，

それぞれ人口6万の都市に供給できる。設備の

整った素晴らしい病院を二つ作ることができ

る。約50マイルのコンクリート道路を作ること

ができる。J4りとし、ぅ有名な演説を行なった。こ

のくだりはのちに平和運動の側からさえしばし

ば引用される。ケネディ・ジョンソン時代を軍

拡神仰の時代として描こうとすればするほど，

アイゼンハワーをそれとの対比できわだたせよ

うとする傾向がないといえなL、。しかしこの傾

向はいささかの誤認を含んで、いる。またアイゼ

ンハワーから今日のレーガンにつながるアメリ

カ保守主義の潮流から，或る一面を欠落させる

45)向上， 531~2頁。
46) D. Halberstam， The Best and the Brightest， 
1969.浅野輔訳『ベスト&プライテスト』サイマ
ル出版会， 1983年，第1巻， 152頁。
47) C. J. Hitch & R. N. McKean， The Economics 
of Defanse in the Nuclear Age， 1960.前田芳
夫訳『核時代の国防経済学』東洋政治経済研究所
1967年， 25頁からヲ開。
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ことになりかねない， と私には思われる。

アイゼンハワーの「塚建複合体J諸説にかん

日本の読者はたとえば以下のような論説

にふれる。

アメザカ政治史の等再家である有賀貞氏によ

ると，

r1952年の選挙で共和党が20年ぶりに勝つこ

でぎたのは，その党が名持と人気をもっアイゼンハ

ワーを大統領鉄橋に擁立しず心からであったQ 選挙民

がアイゼンハワーに期待したのはアメ!lカの関際的

地位攻務鮮戦争のような面倒な戦争をすることなし

に守容うる処方築であった。…・口アイゼンハワ叩と

彼の政権の鴬庫選考たちは，軍事支出の遜度な増大が

アメ Fカ経済の健全性を察して結局アメリカの密カ

さと弱めることた恐れ]葬祭支出を安全と樹立する綾

低燥に抑えなければならないと考えていた。ぞれゆ

え，そうした前擦に立って，プメヲカの軍事力強化

を核兵務と戦略空燃という

向けることになり，磯上総憶のための兵力は主とし

て向盟国に総議させるという『ニュールヅグ2構想

が採用された。……」

fアイゼンハワ…は引退に際して『主事態複合体五

の雲寺夜的危険を饗食したように，過大な軍事支出

は国援に反するという考え方を議後までもち絞け

た。」紛

政治学者坂本義和氏は，アメリカの軍産複

合体が第2次大戦の経済的繁栄に務課すること

をのベた上で，

「これに関連して，拡はアイゼンハワーが家燦複

合体への饗fきさと出したことは，なかなかおもしろい

と I~まってい設す。つまり民友党の大統領でなくて共

和党の大統領が抱擁したわけでトすが，共和党は伝統

的に，弱い政府をさ長張する古典的なヲベラリズムの

系列を引いている。 民主党のほうは，ことに口…ズ

ベルト以後， ニューディーノレ型の強い政府，大数い

政府を擁護してきまし主こから，政府レグぉルでの機

カ構造が強化されたことについては，むしろアイゼ

ンハワーのような『古I，'Jl人間の方が早く敏感に反

48)有賀貞「アメラカの対外政策決定と箪部J(細谷
・綿貫譲治綴『対外政策決定過程の日米比

較J東大出版会， 1977私所収)279叫 280頁α

応、を示したo c古典的なりベラノレ・デモクラシーのイ

メージからすると，あり得べからざる薬物が肥大し

たという，主李主主機合体への努突な危機感をいだいた

のがよくわかるように怒われます。ただ念のために

つけ加えれば，アイゼンハワーのこの警告は，彼の

離任演説で述べられたのぐあって，彼が在任中，繁

産複合体の形成に抵抗したかは疑わLい0 ・..J49) 

という評髄をあたえているO

このこ二つの引用文の，各々育普段に書かれてい

ることに私はそれほど異容がない。

の場合，アイゼンハワ…が大競額在在中「過大

な寧事支出は国益に反ずるj という考えを持っ

ていた前段の解説がそのま L披の筆意複合体へ

の警告に結びつけられている。上の考えきピ持つ

ことと，設が当初から軍産複合体の必要をどカ読

してきたこととが，少なくとも彼の内部で崇語

していなかったという掃についての指摘が欠け

ているので誌ないだろうか。また坂本氏の

合，共和党に伝統的な f小さな政府Jの率売が

ただちに軍産複合体へのアイゼンハワーの危機

感と結びつけられている。アイゼンハワ…がカ

した箪幾援合体は，必ずしも川、さな政府ユ

と対立するイメージのものでなかった，少なく

とも軍事支出の増大を第1義とするようなもの

でなかったといわねばならない加〉。

そして上の引用文にみるような問題点は，専

門研究者の手を離れて韓関にひろがっていくと

をいっそう増幅されるのである。たとえ

出寂された伊藤正路氏の著書『軍拡主主安診断す

る』は，全体として軍事と経済との関漉につい

てのす々れたルボルタージ品であるが，そのな

かでアイゼンハワーはつぎのように描かれてい

る。

49)坂本義和 n李総の政治学J岩波繋応 19，密集
15Jlo 

50) 山間浩氏の蓄を掲議1l8~120Jまでは上に引用した 2
文献とはやや呉なり， アイゼンハワ一政機ヨ長期の
王子和共存路線への転換ということがこの演畿の条

件として震祝されているようにみえる。いうまで

もなく家康複合体はアイゼンハワ…の共存路線に

はげしく抵抗した。
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「こうした軍拡信仰に対して，警告し続けたの

は， 軍出身のアイゼンハワ一大統領だった。『ソ連

の脅威は，国防支出拡大を正当化するものではな

い。財政赤字を生み出すような軍拡は， ¥， 、うに及ば

ず。』同大統領はこう訴えたが， ケインジアンの側

は『アイゼンハワ一政権の旧式な健全財政指向は，

1930年代の大不況を上回る悲劇lを，米国にもたらす

であろう』と厳しく批判した。J51>

「軍拡政策への警告としては，……アイゼンハワ一

大統領の『さよなら演説』がよく知られてし、る。米

国の戦後の大統領と国防・経済政策の歴史を振り返

って興味深いのは，第2次大戦以降唯一の軍人出身

の大統領が，軍部や産軍複合体に厳しい警告を残し

た， という事実だ。J52)

坂本氏が上で，アイゼンハワーのような「古

い」人聞の方が軍産複合体に危機感をもったこ

とを「なかなか面白L、」と感じた，いわばその

延長上で伊藤氏も，アイゼンハワーのような寧

人の方が軍産複合体に警告を発したことを，歴

史の皮肉としてとらえるのである。ここではほ

かならぬそのアイゼンハワーが，軍産複合体形

成の最も早くから熱心な提唱者であり推進者で

あったと L、う面が，看過されているといわざる

をえない。

アイゼンハワーは，第2次大戦直後から朝鮮

戦争の開戦まで，共産主義の脅威を最も強く訴

え，そのための軍拡のキャンペーンをはった一

人であった。 1950年に，当時非公式の統合参謀

本部議長の資格でトルーマンの51年度予算案編

成に参加した彼は， 125億ドルとし、う政府の国

防費見積りは過小にすぎるとして追加を主張し

たがいれられなかった。アイゼンハワー自身の

回顧によれば1""これが私が非公式の統合参謀

本部議長をやめる決意を下した最大の理由だっ

た。」叫この同じ50年初め，共和党は次期選挙戦

51)伊藤三郎『軍拡症を診断する』朝日新聞社， 1986 
年， 82~83頁。なお引用のこの部分は，伊藤氏が
R. W. De Grasse Jr.の MilitaryExtansion 
Economic Decline (本稿の注目を参照) の所説
から引いたかたちをとっている。
52)向上， 154~155頁。
53)前掲『アイゼンハワ一回顧録』邦訳， 532頁。

で「自由対社会主義」を争点に闘うことを正式

に決定した。これが，それまでどの政党を支持

するかの表明を一切避けてきたアイゼンハワー

と共和党との一体感を作りだした，重要な契機

となっている。その後NATO軍最高指令官と
してヨーロッパに常駐し，対ソの集団防衛機構

の構築・強化の必要を訴えつづけた末に，彼は

共和党の懇請をうけて大統領選出馬を決意した

のであった。

1952年11月に投票が行なわれたこの大統領選

でのキャンベーンにおいて，国防政策は共和党

による民主党批判の柱のひとつだった。結局そ

の批判は，“morebang for the buck" (1ド

ルにつき，もっと強打力を)というスローガン

に結実したような，民主党の無駄使い批判を前

面に押し出したが，その背後には，核を中心と

する軍事力の内容の大変化に対応して従来の戦

略に沿った国防政策の限界が痛感されていた事

情が，明らかに存在する。アイゼンハワーはそ

れらの状況を全部知っているプロであり，国防

にかんする金の遣い方を知っている， というの

が共和党の武器のひとつだった。立候補したア

イゼンハワーは1""私の基本的立場を一般大衆

に説明するための一連の演説の初舞台」におい

て，

「私は世界共産主義の野望にたいしてわれわれが

断閤たる警戒の態度をとる必要があると指摘すると

ともに，孤立主義の政策はすべて全く意味がないこ

とを強調した。.，

さらに私はわれわれが直面していた危険な国内諸

問題について意見を述べた。これら諸問題の第1と

して私がとり上げたのは，アメリカのいろいろの経

済的グループ聞に，いわれのない敵対関係が増大す

る傾向が強まっていた事実だった。アメリカの生産

性を最大限に高めるためには，政府によってっくり

出される産業界の友好的な雰囲気が必要であると同

時に，資本，経営，労働の3者聞の理性的な協力が

なければならないと，私は信じていた。私は自分が

インフレの敵であることを強く述べたうえ，限度を

越えた課税は成長の芽をつみとるものであるとの考

え方を表明した。
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私は政府の中央集権化の弊害について再び説明

し，政府の各機関における不正，腐敗を批判した。

国防ならびに国際的責任の分野におけるアメリカの

基本的態度についての私の考え方を要約するため

に，私は次のように述べた。『今日， アメリカは自

国のためにも，また全人類のためにも，精神的に，

経済的に，そして軍事的に強力でなければならな

い。アメリカはその地理的な国境を守ると同時に，

その経済力をも守らねばならない。このことは，ア

メリカの予算からむだやぜいたくやすべての不必〉要

な支出をなくすことを意味している。』……J54)

ここにみられる「強いアメリカと小さい政

府」という基本的態度は，その後アイゼンハワ

ーの施政中ほ立一貫してつらぬかれる。「強い

アメリカ」とは，外に対しては何より世界共産

主義への断固たる力および自由陣営結集のリー

ダーシップを意味しており， トルーマン「封じ

込め政策」のもつ消極姿勢にたいする批判を含

んでいた。国内においては，福祉国家などの名を

隠れ蓑にして資本主義を蝕ばむ勢力を排し，産

業界の自己活力を復活させることを意味する。

産業界が本当に力をつけることこそ，軍事力の

基盤である。これはアイゼンハワーの変らぬ信

念であった55)。親財界を標拐する政府の20年ぶ

りの出現は，ニューディーラーに対してさえ

「アメリカの社会主義化，全体主義の脅威」を

感じとっていた当時の実業界に，大きな安堵を

与えた。少なくともアイゼンハワ一政権成立当

時の国防政策の基本姿勢は，実業界の大方がま

さに期待したものだったといえよう。

1954年春の一般教書，予算教書，経済報告

は，就任2年目でアイゼンハワ一色をはじめて

54)向上， 31~32頁。

55)向上， 113頁， r資本主義の全般的危機」説に立つ
ソ連が， アメリカにより多くの国防費を出させる

ことによって経済的に破滅することを狙ってい
る， とL、う見方が大戦後かなり一般にうけ入れら

れていたとの説もある(山田浩，前掲書34頁参
照〉。アイゼンハワー自身も， 大統領就任当時つ

ぎのようにのべている。「実際問題として， 軍事
力の基盤は経済力である。アメリカが破算するこ
とは，戦場で、ソ連が勝つよりも，より以上ソ連の

目的に合致する。J(山田同上， 69頁参照〉。

鮮明にもりこんだものといわれる。一般教書は

国防にかんする記述が多いことをひとつの特徴

としており，在来兵器から原子力を中心に置く

兵器体系に切り換えることで兵力を縮小する，

戦略的予備兵力を集中しておき敵のいかなる奇

襲にも機敏に対応できるようにするといった，

いわゆるニュールヅク戦略を提示している。同

時にアイゼンハワーはここで I現在われわれ

は戦時経済から乎持経済への過渡期にある」町

という観点に立つ。すなわち朝鮮戦争後の， I平

時」における経済，軍事力の建設を彼は課題と

して前政権から引き継いだのであり，その意味

では彼ならずとも，軍事支出の「戦後」縮減は

必至だった。その縮減と並行して，ニュールッ

ク戦略が呈示されたのである。予算教書で彼は

つぎのようにのベる。

「アメリカ軍事予算の過去の歴史は，大盤振舞い

ないしは大欠乏の歴史であった。これは世界情勢に

左右されたがためで、ある。平和時には通常，支出権

限額が大巾に削減され，戦時には財政的考慮が大部

分無視された。われわれは，今回の予算計画ではこ

のようなやり方を廃して新しい方法に切替えた。す

なわち健全経済の財政能力の範囲内で，強固な軍事

力を継続的に維持せんとしている。われわれは，経

済力を犠牲にして軍事力を建設することはできな

い。われわれはあらゆる面で強くあらねばならな

し、。J57)

かつてトルーマン時代の NSC68 (1950年)

は， 54年頃までにソ連が大量の原爆保有に達L

それによって対米進攻もあり得るといった危機

のシナリオを作って，軍事力拡張を提言した。

アイゼンハワーはそのような I一定期日を最

大の危険期日だと想定する考え方」を排する。

そういう考えをとれば必ず軍事支出と軍需生産

56) 1954年大統領一般教書。(各年の一般教書は， そ
の都度全文が「世界週報」に邦訳掲載されてい

る。以下いちいち断わらないがそれを利用した。〉

57) 1954年大統領予算教書。(各年の予算教書は「世
界週報J，r大蔵省調査月報jにほぼ毎年全文邦訳
されており，以下それを利用する。
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に峰と谷が生ずる。それがいけないと彼は力説

するのである 58)。この意味において，アイゼン

ハワーは歴史上はじめて真に「平時」における

永続的かつ強力な軍事力構築の責務を自らに課

した大統領だった。

ところでこの1954年当時は，休戦協定調印に

続く景気後退の時期でもある。この景気後退が

朝鮮戦争の終結によって生じたこと自体には，

ほとんど疑いがもたれなかった。問題は， これ

に政策がどう対処するかである。 54年の大統領

経済報告は，最近数カ月間の経済活動の収縮が

徴弱であり自動的に矯正される性質のものだ

(在庫調整にすぎなしうという信念を披涯した

あと，現在とりつつある対処についてのべてい

る。まずそれは金融緩和政策(連銀による国債

買入れ)であり，同時に物価，賃金などの統制

をできる限り撤廃して企業活動を刺戟する政策

である。一方困難が最も大きい農業にたいして

は，援助を強化する。そして連邦財政について

は，直接個人と会社が自分で活動できる余地を

ひろげるために減税を行うというのが基本的立

場であって，そのためには歳出削減の最大限の

追求が必要である。そうした考えに立って，わ

れわれはすでに54財政年度に歳出を31億ドル減

らし，連邦予算を均衡に近いところまでもって

きた。 しかしながら， 1政府の規模の縮小は望

ましいが，社会が著しく複雑になってしまった

ために，巨額かつ継続的な国防費の必要という

ことだけでなく，今や政府が従来知られていな

かった義務を当然のこととしてかかえこんでい

る。J5りそうした新しい諸義務のひとつとして，

アイゼンハワーは，科学技術の奨励，開発にか

んする政府の役割に言及している。この年，連

邦歳出の各方面における削減にもかかわらず，

研究・開発費には増額が求められた。この研究

開発費の大部分は国防省と原子力委員会の計画

にあてられる軍事目的のものであるが， この計

58) 1955年予算教書。
59) Economic Re.ρort of the Pヤesident，1954. p. 
56. 

画は民間技術の向上にも資するものと期待でき

る (1事実， 民間産業の最近の技術的傾向の多

くは，軍事的性格をまとった政府の実験的計画

を起点としている」と後年アイゼンハワーはの

ベ，諸々の実例を挙げている60))。そして政府が

このような積極的役割を果していることを説き

ながら，議会の性急な減税要求一一あるいは減

税公約の実行の要求ーーへの拒絶を表明したの

であった。

1953年6月，かつて朝鮮戦争勃発後の臨時組

織として作られた国防動員総本部 (ODM)が
恒久的組織へと改組された。 ODMは生産施
設，原料，資金，労働力の戦時における動員を

任務としつつ， しかも平時の恒久的中央組織と

なった。平時において，産業界の軍需転換能力

を常に計測し適切な態勢の維持をはかるとい

う，史上最初の機能を担うことになったのであ

る。

これと並んで国防省の機構改革が試みられた

が，その詳細は省く 61)。この改革は，国防長官

の権限強化ということを含むいわゆるシピリア

ン・コントロールの制度化を伴っていたが，そ

れが戦争の神様であるアイゼンハワーを頂点に

置く体制でもあったことで，軍人の不満が抑え

られた面がある。 トノレーマン時代と違って， ア

イゼンハワ一時代の軍事政策の典型的な定式化

は，軍人によらずアイゼンハワー自身やダレス

国務長官の演説のかたちでなされるようになっ

た62)。アイゼンハワーの政権第1期の聞に陸

軍，海軍の兵力は縮減され空軍のみが増員され

たが 3軍聞の車u擦もこの時期にはなんとか抑
えられた。また当時の将官の実感として，たと

えば海軍の兵力を減らしておきながら「殺人的

な艦隊使用スケジュールJ，1狂ったような海

軍作戦テンポ」がとられたことも語られてい

60) ibid.， p. 58および， 同じ経済報告の1956年版，
p.87. 
61) S. P. Huntington， The Soldier and the State， 

1964. 市川良一訳『軍人と国家~ (上)， (下)，原
書房， 1978年，第14，15， 16章を参照。
62) ibid.，邦訳(下)， 125頁。
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る63)。小さい致措に向けての予算の鵠約のなか

で， 自いっぱいの活用がはかられたの

だった。

このようにして新しい様態をつくりだしてき

たぷ品一ノレック閤防戦略の機構や予算にたいし

て，むろん民主党はそれなりに批判を試みた。

本稿の主題とのかかわりでは，そのポイントは

ご二つあったといえる。第1に核戦争の危機へ

の対策が重量擦なことは認めるとしても，戦争に

は依然として念頭戦争，路地戦争，核戦争，油

常兵器による戦争等々があるのであり，また戦

術的にも攻撃主体か務禦主体か等の違いがあ

る，ところがアイゼンハワー・ダレスの立場

は，本繋的に「謹々の識の戦争に嬬える」政策

ではなくて「一つの裂に繕える」政策でしかな

い， という批純である。'この批判は f大量報復

戦略J登場の当初から軍部のやに強くあって，

それがしばしば連邦議会にもとり上げられたの

である判。この主主轄にたいする政権側からの容

えは，時と場合により必ずしも関ーでないニ品

アンスをもっ。まずアイゼンハワーが各年次の

どでのべている饗点、は，

平時における濁駒長期計闘機還のおかげで，提

来より少ない費用で家事力が格設に増強され，

いかなる戦争にも対rr;できるようになったとい

うことであるG だが大盤報復戦略が九、かなる

も対応するJというとき，それは合衆欝

どういうレベルでの攻撃に対しでも常

という新開たる反撃を揺えるという

合意でもあった。敵に勝手に戦争形態を選ばせ

ない， という意味において r一つの型に鍛え
るj 政策なのである。 しかし一方， rわれわれ
はもはや，考え得るあらゆる翠の戦争に備えて

準錆ずることは勺設ない。われわれはもはや戦

63) P. B. Ryan ， First Line of Defense. The U. 
S. Navy Si鍔ce1945. 1981.妹尾作太男訳『米海
第が敗れる日』ダイナミックセラ…メ¥1986年，
72~73貰。

64)当時のアメ手カ上髭における関訪論争の内容につ
いては， r澄界滋報J1954年3J:l 218号 C66~68

3実〉 さと参照。

絡企画における現状維持のぜいたくは不可能で

ある J65) といった答弁がなされたとされ事実上

それは通常戦争軽装の麓度として受けとられ

た。柴際， ソ連が核装備を急速に強め設界戦争

を準備しているとき，局地戦争のために通常兵

器を拡充佼よなどというのは「臓病の産物jだ

とアイゼンハワーもいうのである問。報鮮戦争

のごとき地上戦争にしても，ほんらい「アジア

人をしてアジア人と撰わせ ベき1bのだっ

た。 1954年に彼がディエンピニふンフ一戦襲警以後

のベトナムに介入しない決断をしたのも，この

局地戦にかける費用がばかばかしいほど大き

くかっ効巣が小さい，という理由によってい

た67)。

らの批判の第2は，均衡財政主義を

最譲先ずるような寧事設策に向けられた。トノレ

…マンが均衡実才教番f追求した時代から切らかに

一段踏すすんで，財政の性格や機能のとら

が，民主党，共和党の違いを特徴づけるように

なってきたといえる O たとえばトルーマン時代

の経済議問委員会の委員長老とつとめた L.H. 

Keiserlingが， アイゼンハワー就任接関もな

い53年10月におこなった軍事政策批暫は，端的

にそのこときと示している昭弘設はいう o最近し

きりに財政商から軍備の畿界が論じられている

が警これは決定的な経済的謬見によるものだと

いわねばならない。なぜ、なら戦鮮戦争勃発以後

わが患の経済力は著しく強詑され，そのため務

箭負担はずっと重くなったのに緩溶がそれをと上

閤って成長しているo インフレの愈換も以前よ

り少ない。このような経撲のもとでは，税収は

霞家の安全と経済発震に必饗な額をまず決めて

からそれに合うように調整すべきものであっ

て，現政府のように税収がこれだけだか

告5)上の国防論争のなかに引用されたキ}ス国防次官
の誉(向上67J変〉。
66)主主掲 Fアイゼンハワー凶駿録J邦訳， 406資。
67) D. Halberstam， The Best and the Brightest. 
前掲邦訳，第1宅金， 236~25n室。

68) KeiserlingがCIO会議に宛てた一文 cr世界選
報J1953年12月11日号， 52~57叉〉。
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費はこれしか出せないというような考え方をす

べきでなし、。また経済が健全な発展をすれば財

政赤字は自ら少なくなるものであって，赤字を

出さないことを最優先におく発想も間違ってい

る。「われわれは連邦予算を経済全体の枠内で

見ることを学ばなければならない。」

アイゼンハワーが「健全経済の財政能力の範

囲内で強固な軍事力を維持するJ(54年予算教

書)必要を力説したのにたいして，上の見解

は，国民総生産の成長の枠内で軍事負担の限度

を考えるべきことを説くのである。トルーマン

政権末期に経済諮問委員会が，箪拡にもかかわ

らず民間消費も増大しえた第2次大戦以降のア

メリカ史の現実をしきりに強調するようになっ

た，その論調を引き継いでのことである。元国

防長官のウィルソンは， 55年， ["経済が引き続

き拡大する場合，国防支出を現水準に留める

ことは，事実上削減と同じことになるであろ

うJ69) と語ったとし、う。こうして民主党は，第

1期のアイゼンハワ一政権を批判するのに総じ

てもっと多くの軍事支出をと主張する機会が多

くなっていった。しかし同時に民主党内のニュ

ーディール派につながる人々，世界的な軍縮へ

のイニシャティブや第3世界への援助の増加を

主張する人々もまた別の角度から共和党政権批

判を行なったので、あって，軍事支出をめぐる両

党の対立は一方が増大，他方が削減といえるほ

ど明瞭なかたちをとったわけで、はなかった。

1956年11月は，アメリカ大統領の改選期であ

った。したがって55，56年頃のアイゼンハワー

の演説，報告類には，彼の政権第1期の成果を

ふり返り総括した類いのものが多し、。このうち

国防計画にかんしては，共和党政権が計画の長

期化，大量報復戦略，科学・技術の最大限の活

用，緊急時に備えた予備役部隊の効率化，同盟

国との集団安全保障の強化，軍事転換可能な平

時産業の育成，などを重点として追求したおか

69) New York Times， Nov.17 1955. (Hitch & 
McKean， op. cit.，邦訳， 57頁による〉。

げで町，軍事支出の抑制，削減にもかかわらず

「平和時としては現在ほど防衛の用意がよく出

来ていたことはかつてなかった」ことが誇示さ

れているね〉。

そしてこの聞の経済成長は，まさに「小さい

政府」の成果の証であった。 トノレーマン政権が

終期の総括的な経済報告で雇用法の成果を柱に

掲げたのと対照的に，アイゼンハワーの55年経

済報告は，第1章を雇用法の限界を説き新規の

公共事業や赤字予算を提唱する者を批判するこ

?とから始めている問。経済はあくまで民間部門

の自動的な活力，創意に依拠すべきものであっ

て，連邦政府は，経済活動に好都合の環境を作

りだすこと，科学技術を増進すること，景気後

退やインフレに対してだけ政策手段を動員する

こと，経済的弱者を救済することにその機能を

限定すべきである。(とはいえこうした機能を

もっているところが， 1920年代の共和党フーメ

一政権と違うところだと，この政権はいう。)73) 

この1955年は，本稿冒頭でのべたような，経済

学界に全般的な長期停滞論が長期繁栄論の基調

に転換する分岐点でもあった。軍事支出ひいて

は政府支出の抑制にもかかわらず，経済はたし

かに繁栄現象を呈したのである。

こうして第1期のアイゼンハワ一政権は，

「強いアメリカと小さい政府」の成果を誇示し

70) Huntington， The Soldier and the State (前
掲邦訳(下)の122頁)では， アイゼγハワーの
「政権第1年目には強力な経済を保持することが
政府の第1の国防方針であり，財政的安定ないし
は国家の資力を脅かすような軍事力は保持される
べきではない， と主張された。政権第 2年目に
は，技術的代替物が強調された。つまり，各種の
核ならびに熱核兵器の所有は在来兵力の削減を正
当化するであろう， というのであった。政権第3
年目には，大規模な常備軍に代るものとして，大
幅な民兵の保持ということに重点がおかれた。」
と， ユュールックの推進にも年ごとに力点の違い
があったことを指摘している。
71) 1955年予算教書および56年一般教書。
72) Economic Reρort 0/ the Presiden， 1955. pp. 

1~3. 

73) CEA委員長パーンズの言 (1世界週報J1955年11
月21日号， 19頁〉。
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うる状況のもとでつぎの大統策議挙に突入し

た。共和党の新しい政策ス Pーガγは「平和・

進歩・繁栄Jのいわゆる 3P政策であった。ぬ

民主党からの共和党批判は，著しく精彰を

欠くものだったといわざるをえない。

で沈黙主党は共和党の空軍難点主義による効

率的な軍事力錐持と寧縮討議の綾鏡に基本的に

同意したうえで，共和党が予算削減の必要から

地上軍を機牲にしたことを批判する程震にとど

まった。財政政策でも，民主党は予算の節約と

誠税，均衡財政に向意ずる点で，共和党と変ら

ない。わずかに倒人調得税の造基礎控除引上汗を

民主党が打ち出した穣度にとどまる。対立が最

も鮮明になったのは，燥業Eこ対する農産物価格

支持の爵題であった。ともあれ周知のように

かかる情勢のもとでアイぞンハワーはこの大統

領選挙に大勝し 1957年から第2鶏の政権を担

うことになったのである。

IV.戦略転換の模索一一軍産複合体への
警告を

アイ必ンハワ一政権第2期の総出は， )J良風満

帆の襲安曇した。 1957年1Jiの予葬教書のなか

でアイゼンハワーは， r第2次大戦後， 約12年
を経た現在， アメ予カは戦争と継室霊的な連邦予

算の不均衡がなくても高度の震男の総済を継持

できることを立献したf毛〉と賞しているO 大恐

寝から以降，長議俸捧論，戦争不可失経捺論，

全般的危機論などの批評に確乎たる反証をなし

えなかった資本主義全体の，それは自信回読の

もあった。現在なお資本主義の毅患を脅

かす最大の童支払間諜共産主義とインツレのニ

つであるが，われわれは龍者にたいして

的・経済的に強いアメ Fカと自由世界全体の結

よって，後者にたいしては連邦設府と

との欝和のとれた協織によって，これを着

実?と克目差していくであろうのこれが年初におけ

74) 1957字予算教霊祭 cr大蔵省調変月報J第46宅金4号，
1957年4月25日 2J変〉。

る彼の所信であった。

この57年の6月に，ハンブヲー財務長官が上

龍慰致委員会においてアイゼンハワ…政権の過

去4年間の経諦的成果と現夜の課題を詳述して

いる76)。それによると，アメヲカ経済の雇用総

数は4年間に370万人増加して 6，500万人水準

した。労鱗市場がこれだけのま議壌に達して

いながら今年樹期の失業率は3.7%程度にすぎ

ない。この4年聞は比類のない投資の期障でも

あり，新設備投資が扮49，.....，.，52年の 1，230畿ドノレ

から53~56年の 1520 億ドル〈史上最高)へと

醸造した。しかもこの鰻進は財政赤字の解箔，

の縮という事態と並行して劇的に議

議iされたのであるo またこの4年賂に関民の生

活水準にも顕著な上昇があった。締税後の察準

世帯の生存関所得は4，600ドノレ米満から5，200ド

ノレヘ，物価上昇の影響を除去しでも12%上昇し

ている。住宅所有世帯は13%増加した。電気冷

テレビの普及もめざましい。自動車務有

世帯数は3，100万から 3，700万に増加した。生

命保験加入者数は2，190万人から2，650万人

へ，株主数は650万人から850万人以上へと増

加。貯蓄や余臨時間の増加も顕務である。

一方この4年認に克服しきれなかった経済問

といえば，まず物価上昇である。

が生んだ膨大な資金需要がときに過度の信用車診

擦と物価上昇をもたらした。だがこの物価上昇

とても，共和党政権以前ほどの識しさはなく，

たとえば闘民の生計費は過去4年開，空手

。理 6%しか上っていない(その前の13年間は年

平均n与の上昇な示した)。 とはいえ， 最近1
年潤の上昇趨勢はややお速されてきており，わ

れわれはこれを今日の最大の邸内経済問鶴とし

て受けとゐている。もうひとつこの4年間に克

殺できなかったのは，幾業問題である。農

だけが繁栄からとり残され，農産物鶴絡の低迷

に憾んできた。現政府の今畿の閤標は，農家も

75) u. S. News & World Retort， Jun告 281957. 
cr大蔵省謁査Jl報j 第 46 巻 8~~と余訳されてい

る〉。
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また今日の記録的繁栄を享受できるようにする

ことである。

1953年にアイゼンハワーが第1期の政権につ

いた，その最初の一般教書で，彼は経済政策の

目標として， (1)財政赤字の減少と均衡予算の達

成， (2)巨額の国防費をまかなう， (3)前政権から

引き継いだ債務，負担の軽減， (4)インフレの脅

威を喰いとめる， (5)減税， (6)国民の創意を奨励

する建設的計画の遂行，をかかげた。そのひと

つひとつを現時点から点検してみると(と，ハ

ンフリーは各事項に立ち入って言及していく)， 

すべてに完全な成果をあげたとはいわないが，

掲げた目標の正しさと， とった政策の賢明さに

ついては疑う余地がないであろう。「私は大き

な誇りをもって以上の報告をなすものである。J

とハンフリーは結んでいる。

軍事問題の方に目を転じてみよう。アイゼン

ハワ一政権第1期の大量報復戦略は， とくに

1955~57財政年度にニュールック戦略と定めて

軍事力強化の諸方策がとられてきた。この期間

の終了にともない，新たな3ヶ年計画の策定が

大統領選挙直後からはじまった。これはニュ

ー・ニュールックと呼ばれていた。

ところで，このニュールッグ時代の末期に，

アイゼンハワーの説ぐ緊縮財政の方針にもかか

わらず，実は軍事支出のかなり顕著な増勢が生

じ，それが歳出全体の水準を押し上げはじめて

いた。その理由の最大のものはおそらく，大量

報復の兵器体系を作り維持するコストの増大で

ある。大量報復戦略は一方で軍事支出の大胆な

削減や合理化を達成したけれども，他方では精

度のたかい新型兵器への依存を深め，兵器単価

とその維持，管理費のかつては想像もできなか

った高さに悩まねばならぬことになってきた。

また「クリーピング・インフレJ，iビ、ノレト・イ

ン・インフレJ，i制度的インフレ」などという

造語を生んだ当時の状況も兵器単価を押し上げ

る原因になった。年度当初に定められた予算水

準を守れば軍事力が現状より低下することにさ

えなりかねない。周知のように合衆国の予算編

成は非常に複雑な過程をとっており， とりわけ

1974年法により一応の全体統括が図られるまで

は，個々の項目(たとえば国防費，対外援助

費，一般民事費等々)ごとの歳出予算法がばら

ばらに審議され決定されていたのである。その

ために，不可欠な軍事費の増額が歳出全体にど

うL寸影響を与えるかが，ただちに数値化され

るしくみになっていなし、。そして連邦歳出の6

割近くを占める国防費は，時に年度半ばに追加

支出権限立法によって補充され，時には大統領

の支出権限と債務負担権限(購入契約などを結

ぶ権限。支払いは後年負担となりうる)との複

数年次に及ぶ使い分けが行なわれるなど，実際

に複雑多様な操作を含んでいた。こうした操作

を含みつつ軍事支出の公表金額の増勢がニュー

ルック戦略末期に生じたのだった。

しかし57年1月の予算教書でアイゼンハワー

が提示した58年度予算への勧告は，単に上にの

ベたような趨勢としてだけではない，明白な軍

事支出増を打ち出していた。すなわちそれはニ

ュー・ニュールック第1年目としての，新たな

質の軍拡への決意を含んで、いたとみることがで

きる。そこには，アイゼンハワー第1期の大量

報復戦略への一定の修正が感じられる。前述の

ように， ニューノレック戦略は「一つの型の戦争

に備える」ものでしかないという批判が，かね

てからあった。むろんアイゼ、ンハワーはこの批

判に反駁したが， ともあれ彼の軍事力強化の方

向が戦略核と空軍力に集中していたことは明瞭

である。ところが57年の予算教書は，久々に陸

軍，海軍にも増額された予算を配し，かなり全

面的な厚みのある軍拡を策している。そして中

でも注目されたのは，いわゆる段階的抑止力7め

の理念を導入した戦術核兵器の開発による制限

戦争への対応，核兵器の航空機による運搬から

誘導兵器(ミサイル?による運搬とし、ぅ課題が

重視されはじめたことだった。こうした変化を

76)段階的抑止力 graduateddeterrent理論は
NATO軍最高司令ノースタッド将軍の提唱を鳴
矢とするといわれる。
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含んで，全体として約20億ドルの国防費の増額

(前年度360億ドルから 380億ドルへ)と 3億

ドルの対外経済・技術援助 (15億ドルから18億

ドルへ)が提案されたのだった。この国防費

は，平時としては史上最高のものとなるはずだ

った。

ところがこの予算案作定に，ハンフリー財務

長官が強く反対した。かかる歳出増は財政赤字

を招来するのみならず，民需を圧迫してデフレ

をもたらすというのが，その論拠である。アイ

ゼンハワーは反対を押し切って予算教書作成に

こぎつけたが，この案が議会に送られてからも

ハンフリーの反対意見は変らず，結局彼は5月

に更迭されることになる。そして政府部内にさ

えあった反対論は，議会で一挙に燃え上った。

共和党右派と組んだ民主党がここぞとばかりこ

の軍拡予算に反対した。今や「小さい政府」論

の主客は転倒したのである。その揚句 r8月30

日異例に長い会期を終えた米国第85議会第1会

期は，米議会史上空前の予算削減をやってのけ

た。……削減総額はざっと56億ドル……，米予

算の63%を占める国家安全保障関係の費目だけ

でも，米国防23億7，000万ドル，対外援助11億

ドル，原子力2億ドル，戦略備蓄1億3，000万

ドルと軒並みに大ナタが振われ， これに外交・

情報活動の 9，600万ドルを加えると，国防や対

外関係だけで39億ドルに達する。……今年の春

以来，全世界の注目を集めた米予算論争は，完

全に節約派の勝利に終った。J7)

だがこの年，話はこれで終らなかったのであ

る。連邦議会の長い予算審議を終えて間もない

10月， ソ連が世界最初の人工衛星スプートニク

1号の打ち上げに成功した。 11月に入るとす

れ今度は犬を乗せた重さ 500キロ以上の第2

号打ち上げに成功するとL、ぅ按配で，一時期，

ソ連はこの分野でまさに無人の野を行く観を呈

したのである。人工衛星の成功は，軍事的には

ICBM，IRBMの実戦化を意味し，ひいてはア

メリカ本土が一挙に直接攻撃の対象になったと

mf世界週報J1957年9月21日号。

受け取られたから，その衝撃の深さは測り知れ

ぬものがあった。米ソのいわゆるミサイル・ギ

ャップをめぐる議論，そしてそれを米ソ軍事力

の優劣に直結させて現政権の対応の遅れを非難

するような論調が，ただちに起ってくる。そし

て一方，やはりこの年の秋から，アメリカ経済

の顕著な後退がはじまった。これは後年， 1957 

年恐慌として， しかも大戦後初の本格的過剰生

産恐慌として規定されることになるような後退

である。(この後退を経た後でふり返ってみる

と，アメリカ経済は実は57年に入ってすぐすで

に成長の頭打ち状態を示し，この後ほぼ横這い

を続けていたのだった。なおこの後退は58年4

月まで続き，経済は再び上向に転ずる。)軍事，

経済両面のこの衝撃が相乗して政権の上にかか

り，たとえばギャラップ調査でみる国民のアイ

ゼンハワー支持率も，年初の80%近い高率から

11月には50%台にまで急落した問。さらには翌

日年秋の中間選挙で共和党は惨敗を喫すること

になる。共和党敗北の主要因は， 57年以来の不

況の余波(失業，増税，生計費負担の増大)と

軍事面でのアイゼンハワーの威信低下だと，当

時論評された。そして或る意味では国民のアイ

ク人気の低下以上に，国防省，軍部内における

彼への不満は欝積していた。

アイゼンハワーは， 57年11月7日， 11月13日

の2度にわたり r国家安全保障上の新しい事
態にかんする特別放送」を，全米国民向けにおこ

なっている問。この演説で彼は，まずソ連が或

る種のミサイルと特殊な方面の軍事技術でアメ

リカを追い越したことを率直に認め， しかし自

由世界は総合軍事力で共産諸国よりはるかに勝

っており，かつ彼らの優位部門さえ一時的にし

かすぎぬものであるから不安は無用だと説いて

いる。その上でしかし，今われわれの全防衛体

78) Time， Nov. 11， 1957 Cf世界週報J1957年11月23
日号， 41頁〉。
79) 11月7日付放送は「世界週報J1957年11月23日号，

36~41頁。 11月 13 日付放送は同11月 30 日号， 53~ 

57頁に全文掲載。
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制を改めて真剣に再検討せねばならぬときがき

たとのベて，いくつかの論点に言及する。この

放送を皮切りとして，翌年春の教書，報告，そ

の他さまざまの機会のほとんどすべてに，彼は

この再検討への姿勢を示すことになった。むろ

んその姿勢はアイゼンハワーだけのものではな

く， ソ連の人工衛星ショック以後，議会や民問

機関などにも急速にひろがったのである。当

時，防衛体制再検討をおこなった文書として，

国家安全保障会議 (NSC)の小委員会が作成し

たゲイサ一報告， ロックフエラー財団の特別研

究部が作成したロックフエラー報告80) が特に

有名である。また上院外交委員会は当時いくつ

かの民間機関に外交政策にかんする検討報告を

求めた。なかでもシラキューズ大学およびジョ

ーンズ・ホプキンス大学外交政策研究センター

からの報告が，米ソ軍事力と米戦略の検討を主

体としたものだったようである 81)。

これらの資料を順次紹介することは差し控え

る。ここでは本稿の主題に沿って， この時期に

経済ないし経済政策に関連することになる問題

を五つの項目に整理し，若干の説明を付してみ

たい。

第lに「国家安全保障上の新しい事態」が何

といってもソ連の人工衛星， ミサイルから生じ

たところから軍事科学・技術の開発・研究に

いっそうの力を注ぐこと，その点での政府の指

導性を強めること，その際に開発・研究の効率

性を高めること，があらためて強調された。そ

のため，たとえば58年年頭にだされた予算教書

における予算増額の要請は「ミサイル中心予

算」と呼ばれたような特質を示した。またアイゼ

ンハワーは NATOに科学委員会を設けて自由

世界の科学協力を推進する，圏内では大統領直

80)当時ハーバード大で国際問題の教鞭をとるかたわ
らロックフエラー財団特別研究計画主任の地位に
あったH.A.キッシンジャーがこの報告のリーダ

ーシップをとったといわれる。
81)シラキューズ報告は「世界週報J1959年12月8日
号， ジョーンズ・ホプキンス大報告は朝日新聞.
1959年12月7日付の紹介参照。

属の科学技術諮問機関を設け，最もすぐれた科

学者と技術者が軍事技術にかんする参謀本部機

能を果たせるようにする(マサチューセッツ工

科大のキリアン総長がそれを担当する大統領補

佐官に任命された)， 等の組織面での対策をと

った。さらにミサイル開発研究で，従来，陸海

空の3箪が別々に研究をすすめナワ張りを主張

してゆずらぬ点が歴代の国防長官を悩ましてき

たので、あったが，大統領のいわば非常事態宣言

によってその一本化がはかられることになった

のである。全国民に呼びかけた2度の放送でア

イゼンハワーは，青少年への科学教育のいっそ

うの重視，科学の基礎研究に高度の優先順位を

与えるべきことを強調している。第2次大戦終

結の直後から彼が主張してきた平時における軍

事と科学技術との総合的，組織的連繋の必要性

は，このサミイル時代の閉幕とともに彼によっ

て新たな次元で、痛感されたのだった。

第2に，国防費の増額が大統領からあらため

て要請された。ところでこの増額にかんする考

え方であるが，アイゼンハワーの第2回目の放

送演説中に，従来の彼がおそらくほとんどのべ

たことのない，つぎのようないし、回しがでてく

る82)
0 

「さてこれらの新しい費用は，合計すれば非常に

大きな数字に達するだろうが，これは安全保障のた

めの現在の毎年の支出にさらに追加されねばならな

い。相次いで起るこれらの費用が近い将来に目立っ

て削減される見込みはない。したがって 1セントで

も節約するという決意を新たにして，支出を削減し

うる他の分野をさがすことがまず第 1に必要であ

るo しかし在来の兵力を排除し，報復力だけに

依存するような間違った企画はこの問題の解決には

ならない。このような方針は全く自滅を招くもので

あろう。

また米国の安全保障のもう一つの重要な部分であ

る相互防衛費を削除することもこの問題の解答には

ならなL、。……」

「連邦政府の民事活動の分野において，われわれ

82)前掲11月13日付放送の邦語訳， .55~56頁。
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は若干の困難な決定を行わねばならないだろう。…

…これは米議会が直面しなければならないもっとも

困難なもっともいやな仕事のーっとなろう。」

「安全保障のための追加の費用に匹敵するだけの

節約ができなければ，それだけの全体の支出がふえ

ることになろうが，米国民は必ずや支出の増加を要

求するであろう。米国民は均衡予算を謡歌して安全

保障を犠牲にはしないだろう。しかしわれわれは長

期的には，均衡予算が絶対必要であり，……。J(傍

点は森)

みられるようにここでは， ミサイル中心の新

たな軍事支出のためには連邦支出の「他の分

野」の削減が必要だが， この「他の分野」は限

定戦争のための在来兵力などではありえず，と

すれば必然的に民事向けの支出の削減になるし

かない， ということがし、われている。いわば緊

急事態における軍事予算の「聖域」化である。

ついで，それでも節約が軍事支出の増に及ばぬ

場合，赤字財政も止むなし均衡予算が至上の

課題なのではない， という意見が表明されてい

る。この二っともが，アイゼンハワ一政権下で

は半ばタブー視されてきた思考だけに，かえっ

てこの時点での彼の並々ならぬ決意の程をうか

がわせるのである。事態はもはや通常の意味で

の「平時」なのではなかった。

第3。上述のように同じ時期，アメリカ経済

は景気後退の最中 (57年恐慌の渦中)にあっ

た。アイゼンハワーは予算教書，経済報告にさ

らに「米国経済にたいする特別声明J8むなどを
加えて，景気回復のための政府の積極的な対処

を約束した。具体的にこの対処とは，財政支出

と金融緩和を支柱とするものであるが，そのな

かで，ここでも軍事に関連して彼がかつて使っ

たことがない筈のL巾、回しがでてくる。

(57年秋の景気後退を分析した件りで，)1""経済発

展の程度に影響した3番目の主要な力は，連邦，州，

地方政府による財貨およびサービスの購入の変化で

あった。この支出総額は56年央から57年央にかけて

83) 1958年2月12日ホワイトハウスにおける声明。

75億ドルの増加を示し，増加申の60%を連邦政府の

国防支出が占めていた。ところが57年央以降，軍需

調達の支出と新規約定が減少し連邦政府の購入全

体が漸減することになった。……84)J 

「今年に入るころ，国防体制の強化に必須の諸計

画を迅速に推進するという必要に促された国防契

約発注の急増の，経済への影響が感じられはじめ

た紛。」

「特定の国防計画に必要な加速をほどこし，この

変化を効果的に行なうため既にとった諸措置からみ

て，国防支出は今年中増加しi続けることが予想され

る。企業活動は，現在既に加速的に施行されつつあ

る軍需契約の約定によって影響されるものであるか

ら，実際の国防支出の増加よりも早くかっ力強く成

長しうるであろう問。」

こうして彼は，現下の景気後退に軍事支出の

削減が無関係でなかったことを匂わせると共

に， 57年不況からの脱出に軍事支出の増加が一

役を演ずるだろうという期待を明言したのであ

る。 50年代末までに，このようなし、し、方はむし

ろ民主党側の思考を特徴づけるものになりつつ

あった。しかしだからといって，その反対側に

共和党的な思考が経済理論を根拠に置いて明確

に形成されたわけではなし、。経済理論という面

からいえば，ケインズ理論のアメリカにおける

全面開花がはじまり，やがて保守系経済学者を

代表するミルトン・フリードマンをして「現在

では，われわれは皆ケインズ主義者である」と

いわしめるほどの学界の状況が生まれつつあっ

た。著名な経済学者たちはこぞって民主党側の

知的集団に結集しはじめており，それに対する

共和党側の経済理論家集団というものはごく小

さな，しかも性格の暖昧なものでしかなかった。

したがって「小さい政府」の理念の枠組みだけ

はあれ，それ以上に個別政策にわたって政策の

根拠になるような経済理論は，あまりはっきり

しない。上に大統領経済報告から引用した論述

も，ごく自然な事実認識に発したものといっ

84) Economic Retort 0/ the Prsident 19δ8. p.14. 
85) ibid.， iv. 
86) ibid. p. 50. 
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た方がよいかもしれない。

第40(この第4と， つぎの第5とは， 同根

の問題であり，双方合わせて少しく立ち入った

説明を要する。)国防総省ないし国防機構の改

組問題が強く打、出された。 58年年頭の一般教

書で、アイゼンハワーはつぎのようにいう。

「さいきんわたしは，マケルロイ国防長官と親し

く手をたずさえて，新兵器の出現によって複雑化し

た効果的な軍編成という決して果つることのない問

題をとくべつに研究した。わたしだけの結論は遠か

らず出ると思う。わたしはただちに必要な行政上の

措置をとり，べつの教書で，議会にしかるべき勧告

を行う予定である。J87)

その「べつの教書jは，同年4月3日，国防

省改組にかんする大統領特別教書として議会に

提出された問。その内容とともに， ここで当時

の他の機関による国防機構改組案をもみてお

く。他の機関とは，前述した NSCのゲイサ一

報告89)とロックフエラー財団のロックフエラー

報告附とである。この三つの文書に共通してい

るのは，現下の国防機構における最大の難点

を，陸海空3軍の不統一性(車L榛，紛争などと

さえ表現されている)に置いていることであろ

う。 1947年に3軍を統括する国防総省が創設さ

れて以来 3軍聞の調整と指揮系統の統合化の

問題が，常に施政者を悩ませてきた。そのため

の改組も何度か試みられた。しかしロックブエ

ラー報告によると，

「十年前，新しい国防機構が生れた時，われわれ

はいろいろの希望をもっていたしすくなくともー

87) 1958年一般教書 (r世界週報J1958年1月25日号，
54頁〉。
88)大統領特別教書内容は「世界週報J1958年5月31
白号. 32~35真。

89)ゲイサ一報告の内容は公開されなかったが， おお
よその内容は「世界週報J1958年1月8日号に紹
介されている。
90)ロックフエラー報告はかなり長文であるが，全文
邦訳が「世界週報J1958年2月8日号 2月15日
号に分載されてL、る。

つの成果を期待していた。すなわち，統合参謀本部

の計画によって(必要なら国防長官の援助のれの，

陸軍空3商の作戦に関するわれわれの潜在勢力が調

整され，融合発展させられるということを，希望し

ていたのであった。

だが，このようなことは起らなかった。結果論に

なるが，米国の軍事機構がこの重要な目標を自ら放

棄したということは，今や明白な事実になった。J91l

朝鮮戦争の休戦まで軍事費の使用が比較的ま

だゆるやかだったとき，或いはアイゼンハワー

の軍部への威信が十分保たれていた時期には，

統合参謀本部や統合指令部の機能もまだそれな

りに果されていた。 1しかし予算削減が特に陸海

軍にきびしく向けられ 3軍聞のバランスが崩

れ始めてから92¥ 3箪の車L鞭が随所に現われ，

ひいては国防長官の仕事を専らこの3軍聞の調

整に追いやり，国防長官は高度の軍事政策を樹

立し指導する責が果せなくなった。そこへ起っ

たのがミサイル・ショックである。前述のよう

にアメリカでは， ミサイルのような巨大開発研

究でさえ3軍が別々に行なっており，国家目標

に向けての連繋がし、ちじるしく欠如していた。

それがソ連の後塵を拝する結果を生んだのだ

と，上の三つの文書はいずれも認識したのであ

る。だからこそ国防省機構改革は焦眉の急務と

なったのであり，アイゼンハワーの改革提言に

は不退転の決意が感じられる。ミサイノレーショ

ックは，或る意味では千載一遇の好機だったわ

けである。

こうした認識に立って， どのような改組がは

かられたか。残念ながら本稿はすで、に相当の枚

91)同，邦訳(上)の50頁。
92)アイゼンハワーが空軍重点主義をとったことが3
軍聞の予算配分に反映されているのはむろんであ
るが， しかし実は陸海軍ともに自前の空軍を別に
擁し開発していた。海軍にいたっては海兵隊をも

擁し，海軍単独で陸海空3面の軍事力を保有した
のである。このような重複があったため，予算配

分上は3寧聞の配分率に暗黙の固定的比率を置い
てその伽の中で軍備の内容をととのえる慣行が持
続できた。しかしさすがにこの慣行は次第に維持
しきれなくなってくるのである。
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数に速しており， iた本稿の議議からいって

も，改組慈の内容紹介に紙轄を割くわけにいか

ない。ここではこの改績がアイゼンハワ一時代

に決して按が意関したような成果をあげること

ができず，ケネディ時代に入ってから，マグナ

マラの pーダーシップの下にまったく新しい発

想の導入によって遂行されるということだけ

を，付言しておこう。むしろ本織では以下，欝

務総省の機構と機能をかくも時代にそぐわぬも

のにさせたより議本的な理由，つまり戦争の性

格変化の方に話題なすすめたい。それがつぎの

第5の潤題である。

第5。アイゼンハワーのニ品…ルッグ戦略，

大量報復戦絡が昂地戦，限定戦争を軽視するも

のだという批判が，当初からあったことは欝述

した。とくにその批暫は際軍内部に強かった。

一方ミサイノレ・シ器ツグ以後，アメヲカが科学

戦，接力戦におくれをとったという認識が夜誌

なく高まった。この欝では，来るべき戦争は従

よりいっそう核とミサイルを環点に置く科

学・技術力によって決せられるという観点が強

まる。 1957，8空手当時のアイゼンハワ…も， こ

の観点から戦争の強格の変化合，したがって軍

事機構蒋鱗の必要を鋭く機会が多かった。

しかしたとえばロックブエラー報告は，この

戦争の性格変イとについて， もう一歩ふみこんだ

興味ある記述を与えている。多少の私の読み込

みも含めていえば，その変化は3点に整理でき

そうに思われるc すなわち， φ，第2次大戦の

ような物議戦，経済戦では戦争遂行中の武器禁の

犬猿生産を綾持すること，離の戦線の後方すな

わち生産施設な攻撃， ること

略で、あった。しかし核・ミサイル等，

圧鰐的な破壊力安もつ兵器が主力主?なす今践の

戦争では，あらゆる大溺は敵の生態施設を2，

3時間のうちに少数の兵器で停止させることが

で、きる。だから麓業の生産力は戦争前の準鑓段

階でこそ軍事的資産としての意味をもっ。つま

り物量戦，経欝戦という意味内容が，かつての

大戦当時とは違う，というのである。②，

では基礎的科学研究からその成楽会兵器に移し

かえるまでの時間の短縮という課題が，非常な

もつo今日生産された最新鋭兵器は，

現日にはもう陳腐{とする。基礎研究か

試作，生産にいたる過程の途中ですでに陳腐化

る可能性さえ大いにある。それに極めて

約に適rr;;しうる組畿が必要警になっている。③，

大規模破壊力の発達に伴ない，その行鏡がしに

くくなったことな反映して議定戦争の可能牲が

かえって強まってきた。しかしその限定戦争は

替のそれとは異なり，戦術的接兵器の行{使役会

むようなものでありえ，また攻勢と守勢の議欝

をはっきりほ分できないようなものともなって

おり，さらに3実家j習の作戦活動による底分より

も戦争の詮質，紛争点，場所での区分合議要な

ものとして押し出してきているo それらに対認

する多角的軍事接構の編成が今や必要である。

ここに挙叩た3点がアメリカ社会に，或いは

プメジカ軍事体制にどういう変容をせまるのか

ということは， この時点ではまだはっきりして

いなかった。ょのφ争点はきアイゼンハワーが
1946年以来強調してきた f王子持」における霊祭.

議と科学技術との言語畿の必要を，いっそう

しただけのものともみえる。金点践の需主定戦争

重視識も，上述のようにお新しいものではなか

った。

しかしこの3点への認識は， 1960年代に入る

までに急激に成熟Lていったようにみえる。

まずや争点に関連してくアイゼンハワ}違佳後

のことであるが入つぎのような論述をみる。

「顔防政策に彩饗ずる環境のうちで最もこみーいっ

ているもの，軍部が対処するのに緩もむずかしいこ

とのひとつは，冨防波数の扱いである0 ・…..20世紀

の大量生産ガ法は消費財生産にも

可能な方法だっずこから，

転換もそう図幾ではなかった。今尽の‘超特'兵器

の複雑沼介性はそれを作る産業者〉技術や管緩衝にあ

る穫の関難な問題をもたらし， しばしば過去に成果

を挙げた大震生産方法ではもうやっていけないよう

な高度な精機性会要求している。多くの兵器、ンスデ
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ムは，最初の契約段階ではほとんど一寸見の見当し

かっけられない。或る観察者が指摘したように，ひ

とつのミサイル計画が始まるとき，最終生産物とい

うものはまだ発明されていないのである。このこと

は，軍部が科学，技術，管理技術の粋を集めた質

の，見たこともないような商品を探し出さねばなら

ないことを意味する。その結果，企業契約の仕方が

大きく変り，年間250億ドノレにのぼる軍需品調達費

の分け前をめぐって企業からの圧力が増大し，企業

が国防契約を獲得するために必要な腕きき要員引き

抜き合戦がおこっている。J93)

ここでは軍需生産と民需生産，軍事技術と民

需技術を一体的にとらえ総合的な経済力が即軍

事力ともなるアイゼンハワ一流の軍産複合体の

イメージにたいして，むしろそこに生み出され

てきた軍と民との懸隔，反援の関係が意識され

始めているのである。たしかに軍部にとっても

政権にとっても，国防産業の扱いが固有の厄介

な問題を提示じ始めた。

1961年以降のケネディ政権による軍事政策

は，マクナマラ国防長官の名と共に特徴づけら

れることが多いが，軍事政策の立案に画期的な

変革をもたらした理論的指導者としては，国防

次官C.J.ヒγチがマクナマラ以上の役割を果
たしたともいわれる。ヒッチは1960年に書いた

著書(共著H核時代の国防経済学』によって一
躍認められ，マグナマラの懇請をうけて国防省、

入りをしたのである。同書はいま読み返しても

全篇当時の軍事政策の経済的側面をまことによ

く洞察していて興味がつきないが， ここでは先

の①②点に関連する箇所だけを抜き出してみよ

う。ここにも従来の軍産複合体イメージにたい

する重要な修正提言がみられる。

「通常経済的戦争能力， (economic war po・

tential)という言葉は，完全に動員されたときの経

済が最大限どの程度の人員と物資を戦争遂行のため

提供しうるか， ということを意味する。ところが，

93) C. H. Donnelly， U. S.“Defense Po1icies in 
1961ぺHouseDocument No. 502，87 th Congress 
2 nd Session. (u'Connor ed. ， o.ρ. cit.， p. 347). 

この概念には二つの欠点がある。第1の欠点は，そ

のあいまいさである。一

第2のそして重要な欠点は，現在および将来にお

いては，核兵器にかんする技術の発達により，経済

的戦争能力…・・・の意義が甚だしく低下していること

である。核兵器および遠隔目標に対するその運搬手

段が発達するまでは，アメリカの潜在的経済力が，

かなりの程度まで，アメリカの軍事力の尺度となり

えたのである。一朝事ある場合にも，地理的環境に

よって十分の余裕が与えられていたから，われわれ

は潜在力の大部分を顕在力に変えることができた。

それ故，われわれが世界最大の鉄鋼，機械産業をも

ち，最も富裕であることが， とりもなおさず，軍事

的にも最強ということになったのである。…・・

全面熱核戦争の見地からすれば，アメリカの優越

せる経済的戦争能力は，戦争が始まる以前にそれを

安全保障の目的に役立てる限りにおいて，意味があ

る。このことは，攻撃用であると防禦用であるとを

問わず，われわれのあらゆる力にあてはまる。特

に，われわれの戦略航空攻撃力および防空力に最も

よく当てはまることは明らかである。全面熱核戦争

に備えるためには，アメリカは，現有兵力……に頼

ることを学ばねばならない。

さらに経済的戦争能力は，局地戦を戦うために

は，あまり決め手にならない…・・と思われるし，浸

透，政府転覆，内戦，かけひき外交などの攻撃に対

しては，一層重要でないように思われる。制限戦争

においてもまた，決定的な役割を果すものは現有兵

力であり，直ちに動員できる持ち駒が主として役に

立つように思われる。戦闘行為が始まったからとい

って，潜在的工業力を直ちに役立てることはできな

し、

じたがって，通常の意味における経済的戦争能力

は，あまり重要でなくなっている。……」ω

1950年代を通じて追求され構築されてきたの

は，基本的に第2次世界大戦を上回るような全

面戦争に対処する軍事力であった。それには一

朝事あるときに国家資源を全面的に軍事に結集

できるように，平時から軍・産の密接な協働態

勢が不可欠の基盤をなすと考えられてきた。同

94) C. J. Hitch & R. N. McKean， o.ρ cit. ，前掲
邦訳， 40~41真。
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じ兵器を生産するにしても， ~設営兵器蹴ではな

く民認工場によって作られること，ぞれが広大

な民需品佐藤の体系ふ資源，技術多労畿カい

ずれの面でも交錯し呼応し合って共に発展する

とし、うこと されたのである。また平時に

おいては現有兵力を最少畿に抑えながら，むし

ろ予備兵力の揚野をひろげ，その動員態勢をと強

化することの方にE重点が置かれたのだった。ヒ

γチはこのような麓勢全体が，時代おくれのも

のだとL、う。会混戦争，制隈戦争のいずれにお

いても三“economicwar potential "の役欝

はもはやかつてのような重饗性をもちえない，

また予備兵力が大切なのではなくて強力な現有

兵力の維持こそが大切なのだ，というのであ

る。この意味において f工業力こそ最大

的資産主であるというノスタルジックな考え方J

は斥けられなければならないが，しかしそれ

は，軍事力の強化に経語力の役割が小さいこと

を意味するのでは決してない。

おいても文学どおり自に見える軍事力として

化ずべきものであって，さを蕗戦争から制隈局地

戦争そして友好関への軍事機助にいたるまでの

全軍事力体系を強化するためには経務力が決

定的な意味を有する。つまりアメ Pカの緩済力

のうちからどれだけさど祭事力に紙化しうる

という意味において重要な前提条件になる。こ

う1::'.0/チは鏡くのである路〉。

つづいて上述ゅの点，すなわち制限戦争〈眼

定戦争)にかんする当時の論議をみる。

ニュールック戦略が50年代に続発した局地紛

争に無力だったという批鞠は，つとに高じてい

た。この局地紛争と大量報復のための察事力と

を結び付けようという構想、札まず設階的抑止

論 (graduateddeterr官 lce) の台頭女生みだ

した。そこでは全酷核戦争に先だっ小翠戦術核

使用の局地戦争が想定される。しかし当時の技

術水準では，小型核といっても広島却を上罷る

威力なもっており，また命中精度のtt~さなどの

理由からも特定の軍事目標だけに接攻撃な加

95) ibid.，邦訳， 42~46J要。

えるなどという葱定比非現実的だった。その

ソ逮スブ…トニク成功後のミサイノレ・ギ

ャァブ論争の蝶況期には，際定戦争論の方はそ

の対綴において，小型核兵器使用でなしに通常

兵器の使罵を念頭において読とられることにな

ってくる締〉。

ミサイノレ・ギャッブがかしまじく論じられ予

算配分の重点、がますます核とミサイルに煩く形

勢に対して， とくに陸謹家主騒部は濫烈に反議

した。 1960会計年援をの予算審織にさいして上院

軍需調達委員会が箪部高官をつぎつぎ証人とし

て喚問し意見を徴したとき，彼らの現政権最務

は合然たるものとなった。陸家長官 W.おi.
Brucker，控室奈参謀総長 M.D. Taylor，海軍

A. Burkeらは， アメリカの大量報

護力は必要度を越えてむしろすでに過大であ

り，限定戦争への準備においてこそアメりカの

軍備の失絡とソ連への劣勢が危設なまで、ι捗っ

ているのだと力説した終〉。テーラー将軍はその

後すぐ陸軍参謀総長の織を辞して一番たあらわ

いニ品ールックの大量報復戦略を全樹的に告

発するのである。かくしてこの制限戦争の機運

においても，軍部の不統一，アイゼンハワーへ

の不信は黙過しえぬ状況な呈したのであった。

さで m，lV節にわたるアイゼンハワ一致穣
持代の検討を軽て，もう一度本稿184.京以下でと

りあげた大経領宮翌日繍説に立ち返ってみたい。

1961年1月，大統領としての最後の損説でアイ

ゼンハワーが特に家産接合体を主題に讃え，こ

れが不当な勢力を護得しないよう不断に警戒し

ていなければならないと

どう解釈ナべきであろうか。大戦後一繋して主震

度複合体の必要を説をその形成金f追求して診た

彼が，最後にこれへの f憂患j した， そ

どこにあったというべきであろうか。

以上の検討から隣らかなよちに，設は，軍事

96) 出俊治，前掲意 94~96王室。
97) House 01 Retresentatives Re.沙ort408. 1960. 
86 th Congress 1器tSession (O'Connor. ed. ， 
oρ. cit. ，pp. 333~336). 



1986.12 アメザカ護霊訪経済言語の形成巡幸藍 務 201 (421) 

カ・家事機構の強化とアメリカ経済の健全な発

震とを常に対立的にとらえていたわけで、なく，

家たアメリカ経済・社会の発擦の方を髄先して

軍事費の抑制を求め，その抑制のために軍事力

を大量報護力に限定したわけでなく，さら

産複合体の滞在的危険を在張中一貫して感じつ

づけてL、たわけでもない。一般に民主党が軍事

支出に讃極的な経務成果を認め，

費高日緩にまわったという国式も，単純化がすぎ

るであろう。にも持らず，読み手をそのような

理解に引き寄せる論述がわれわれの周辺には多

いように恕われるのでるる。 1970年代以韓に起

ったアイゼンハワー再評価などといわれる学界

の状説も，そのような理解安うながす力になっ

ているようである。

アイゼンハワーの の真意を考えよう

とするとき，本識では考察の外に蜜いたが， 50 

年代後半のソ溜のブノレシチョブ外交による東西

交渉・緊張緩和，寧縮の呼びかけ，該実験の一

方的停止笈言，そしてフノレシチ謹ブ訪米，

に代る経接競争の呼びかけ~子ャンブ・デーピ

ットの米ソ首縮会談へ……といった，めまぐる

しい「平和攻勢Jの影響さと軽視することができ

ない。アイゼンハワーの側にも平和共害者ヒ受容

する心境が育ったのは，単に平和そのもののた

めだけでなし霞欝堂論へのザ…ダーシヅプを

毅持するため，また挑戦を受けた経済競争を関

う必要からも，いわば当棄さのなりゆ舎であっ

た判。彼の f警告Jに，当時の軍拡論者に対す

98) 1958年一般教警で後はっき子のようにし、う。「わた
しは次に主要なる重量類の戦争に勝つために必蓄さな力
について取しょげたいと思う一一一ここの戦争はわれ
われに対してすでに始められているのである。そ
れは浅出諸闘に対し共産量殺国主義者が仕かけてい
る強力な緩済攻勢である。共産帝E騒ぎ主義政権は一
除夜接武力行伎を議礎とする拡張政策で"は大き
な失敗を演じた。その結果，後らは政治的支配の
第一歩として経済的浸透に主力を注ぎはじめ，特
に新興議箆にその毘擦を霞いた。...・ a・いかにもわ

れわれの大部分は人工衛E義務1-1警の打上げが没界
にあれほどまでに大きな心理的衝撃を与えようと
は予期していなかった。われわれはソ速の経済攻
勢のさらにそれ以上にE重大な衝撃な予期しないと

る平和共存の側からの据誌の合意をみようと

るのであるなら， 1950年代と60年代との分妓点

におけるこうした世界情勢と併せてとらえるべ

きものであろう。

しかしそれだけで龍ききれないこともF ヌド稿

の検討によって明らかである。アイゼンハワ}

が来るべき戦争のために平時において準備して

おくべきことを説いた寧産複合体は，戦争の性

務の変葬祭によって次第に f来るべき戦争Jのた

めの必須の組簸たりえなくなってきていた。惑

いはまた，軍事力強記に必要な経捺力の育成

ん民議に慕縫を霊堂く経群発展とが，資源・技

術・労働力いずれの爵でも調和し合う彼の f強

いアメ手カ」イメ}ジは，事実の力によって揺

されつつあった。

50年代の平時に構築された家事機構がもはや

持代にそぐわないということは多くの人に共議

る実感で兵ろった。当時まき起ったさiまざまの

議論，政策批判，当初構想されたものとは違う

閤際政結の進展等々からみて，アイゼンハワ…

自身が従来の主要諜複合体イメージに修正の必饗

を感じ始めていたことは，疑いえないと思われ

る。しかも彼のリーダーシヂプによって作られ

た軍事機構は，彼が想定した一枚岩の，産業や

科学との見事な霧和体になるどころか，内部不

統一，剥権とナワ張り争い，組犠謹直イヒなどの

本性を露惑しむしろますiず不合理性の自立

つ厄介物になってきていた。それでいながら，

ますます社会全般への澄透の震な深めて，数字

による比重などが示すよりはるかに強い影響を

持使している。家産複合体の草子在比ほんらし、

第2次大戦下の閤民的英雄だったアイゼンハワ

ーの威僚の慕盤となるはずのものであったが，

それが1960年時点にはもはや，不J怠誠，託手U，
反乱によって援の威鑓をゆるがす側のカに密資

しつつあったのである。

大統額としてのグローパノレな護産から f強い

とによって， いま一つの分野で向じような種類の

誤習をおかさないようにしなくてはならないd
q世界遺毅J1958塁手1月初日号， 52J{)。
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アメリカJを構想するアイゼンハワ)が，しば

しばいらだちをもって怒産複合体の存在を輩、議

るようになったことは，想像に難くない。そ

の観念は， 自分の8年間の施政にたいする自己

評価にもかかわってこざるなえなかった。大戦

後，資本主義世界全体が不安・不透明な持f誌の

アメリカ大統領として，社会発援に的確な指示

資本主義の繁栄を再現'd-'l金たことへの

と誇りを滞るとき，開時にそこに生み落さ

れた際大な爽穀物としての繁産護合体の存在

に，畿は毘をふさ'f!雷及しないわけにいかなか

った。この箪産複合体がほかならぬ技8身の創
濯物であることへの密日弁護や批習者への反論

…一大規模な祭事組織，

技術の設蔚による(つまり議事目的の〉動員，

それら全体の結合としての家臨複合体の形成は

平和と繁栄の保持のために「いかんとも瀧けら

れないものJだったというーーが，告別競訟の

欝斑で「警皆Jと併伎で諮られていること

議しではならない。以上のような状洗と思いと

が，告別譲説の内に表出されているのだe，私

に法考えられるのである。

V.小括一一1960年代への農薬

アメリカにおける経済と軍事の鎮祭，主事産複

合の柴擦を析出しようという受託研究は， 1960 

年代にかんする資料をもって始められているも

のが多L、。これはひとつに，アイゼンハワーの

告別演説などきど契機として，そこに「警告J怒

れた実態を知りたいとし、う熱心にうながされて

研究がひろがったためであろう。

もうひとつ誕の現由として， 60年代の民主党

政権のもとで，はじめていわゆる軍事的ケイン

ズ主義の思考が市畏擦を得，軍拡女主張する

それに反対する者いずれの側からも，軍事支出

の経済効果を議論する理論的枠組みができあが

った察機が，あげられるだろう o たとえばつぎ

のような理解は，経済学界においてひろく認め

られるものだと思われる。

Fケネディ政権は，ケインズ的な欝重要管還のニ品

・エコノミックスをはじめて公認した政権だっ

た。それはまた湾霊場事ケイ

した最初の政権でもある。 1962年から儲苦手に

かけて，ケネディ・ジ gンソンによる減税を伴った

政府支出の急増大は，大部分が主票率および宇宙関発

関逮の増額マあった。ケネディ待代は，近年の合衆

関経済政策における家事ケインズ主義のパラダイス

である。J99l

かつて(1958年〉アイゼンハワ…の「合終的

露政ドクトリンj 私 「国家を破畿の綿一一ω

1932年の撞舟の破局とは兵賓のそしてもっと

J初なーーに追いやるものJl的〉とはげしく非難し

た経済学者ト…ピンは，ケネディ政権の経済諮

問委員会委員に就佼した。ケネディはまたサミ

品エルソンを景気対策特髭委民会の委員長にを

じた。ケネディをとりまく「ベスト&ブライテ

スト」のなかに寵された欝1毅のケインズ派鎌

ちが，減税と拡大均衡財政による経議

成長という路線の理論的根拠をど提供したのであ

った。かくして60年代以降，アメ予カは粧常的

赤字封放の時代に入っていく O その発端に位震ま

ずるケネディの1961年一般教書，予算教書は，調

関予算を一挙に15~百増額して， これまでの「イ

チかバチかj的な大量報襲戦絡でなくを熱核増

争から潟地戦争までの全留をカパーする寧備強

戦にあたることを3ました。

1960年代は，上の2華客間ばかりで、なく，

磯構と産業との関係そのものの簡における轡諮

たる性格を含んでいたようである。たとえば先

にあげたヒ?チ(ケネディ時代の国関次官補)

は， 60年食後半の成る論議でつぎのようにいっ

ている 101)。

r......最近の 2~3幸子にわが留の経済は国防産業

の治混という現象により特異な様相を議してきた。

99) Mosley， 0ムcit.，p. 14. 
100) DeGrasse， Jr. op. cit.， p. 3. 
101) 1967年品品ーヨ…タ大学が箆催した講演会の記録
The Defense Sector and the AmericanEcoか
omyに収録されたとッチの講演〈大緩省調査月報
第58巻12努， 1959年の郊訳， 31亥〉。
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……現在でも多くの産業部門では軍需物資の生産は

総生産量の極く一部を占めるにすぎず， しかもその

軍需品は民需物資とその用途において代替しうるも

のであることが多い。しかし今日では民需物資と全

く無関係な兵器を専ら生産している産業部門が成立

しそこに多くの企業が存在するに至っている。

このような国防産業が成立するに至ったのは，軍

事技術と民間技術との聞の技術格差がますます拡大

し兵器生産が次第に専門化・精激化し，軍事上の優

位を保つため軍事技術の不断の開発が強要されたこ

とによるものである。」

軍需生産と民需生産，軍事技術と民需技術の

一体性が失われつつあり，両者の相互転換は容

易でなくなっているという指摘は，本稿でもす

でに C.H. Donnellyの1961年の記述でみたと

ころである (198~9頁)。 ヒッチはここに， こ

れによって民需と全く無関係な国防産業が成立

したという。平時における国防産業のこうした

特質の指摘は重要であるが，反面，国防産業と

いう概念をきわめて狭く規定することになりか

ねなL、。事実，軍産複合体の検証にあたってこ

の立場は総じてアメリカ経済全体の中での軍事

の比重を低く評価する系譜を形成した。アメリ

カ経済をひとつの植物になぞらえれば国防産業

はその内のひとつの包嚢にすぎないというわけ

で，それは「包嚢理論J(encystment theory) 

と呼ばれることになる 102)。

1960年代が軍事機構と産業との関係に画期を

もたらしたというとき，その根拠は上のような

生産，生産技術上のものだけでなく，さまざま

に考えることができる。そのなかでも，マクナ

マラのリーダーシ γプにもとづく国防省、の機

構，運営と軍需調達制度の徹底的改革が，最も

直接的で、強烈な変化要因となったことは疑いえ

ない。前述のように，アイゼンハワ一政権末期

すでに現行制度の弊は耐え難いところへ来てい

たのであり，改革の機は熟しすぎるほど熟して

102) C. E. Nathanson， The Militalization 01 the 
American Economy (D. Horowitz ed.， Cor-
torations and the CoZd War 1970.) pp. 206~ 
207. 

いた。ではマクナマラによって何がどのように

変ったのか。その個々の内容に立ち入る余裕は

もはや無いが， その基本線をたとえば S.メル
マンはつぎのようにいう。

メノレマンによれば第2次大戦から1960年代ま

で，産業と政府の関係には三つの段階が画され

る(その後の第4段階にも彼は言及している

が， ここでは省く)。第1は第2次大戦時であ

る。この時期は大企業権力の支配的発言力を維

持した産業と政府との共同 (collaboration)

が結成された。戦時生産の総体が産業経営者の

大隊によって指揮された。第2は1950年頃から

アイゼンハワ一政権の終期まで。この時期は

1946年のアイゼンハワー・メモに記された産業

と政府との協同 (partnership) が追求され，

これによって寧産複合体が形成された。そして

第3が1961年以降である。軍事経済の集中管理

のための公式組織が確立し，今や国防産業と政

府との関係は，国防省、を頂点におく一大経営体

としての実質をもつようになった。この経営体

のトップ・マネージャーは政府高官であり，ベ

ンタゴンと軍需産業の関係はあたかも大企業に

おける本社と事業部との関係にも似てきた。し

かしこの経営体の運営原理は一般企業のそれ

(費用最小，利潤極大)とは本質的に異なる。

そこに軍拡が社会の荒廃化を促す根本の理由が

ある削〉。

メルマンによればアイゼンハワーが警告した

軍産複合体の時代は1950年代でほど終って，そ

の後はむしろ新しい段階だということになる。

この新段階の創始者マクナマラ・ヒッチは「最

小の費用で最大の効率化」をそ γ トーに電子計

算機を駆使した軍事活動の能率測定によって，

有無をいわせず中央集権的な経営管理システム

を作り出した。しかしこれが軍需生産の面で

は，最も非効率的な， r費用極大」 とさえいい
うるような行動原理を生み出したのだ， とメル

マンはいうのである。

103) S. Melman， Parmanent War Economy， 1974. 
この 3~4段階区分は pp. 262~264. 
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60年代の軍産関係の検証には，もうひとつ別

の系譜があることをつけ加えなければならな

い。それは軍縮の経済的効果にかんする研究で

ある。 トノレーマンからアイゼンハワーに引き継

がれていった時代は，アメリカ経済が「民需も

軍需も両方を増大しえた」事実を確認し，さら

に「軍事支出の削減によってもアメリカ経済は

成長しえた」という事実を確認してきた時代だ

った。そうして長期停滞論は姿を消していった

のだった。その意味で50年代にも「軍備なき資

本主義は可能か」といった論議がなかったわけ

ではないが，総じて上のような事実の追認にと

どまっていた。このテーマによる検討や議論が

噴出するのは，やはり60年代に入ってからであ

る。それは核兵器による戦争の危機にたいして

軍縮を求める国際世論が高揚したこと，米ソ関

係の「雪どけ」によって軍縮に一時期現実味が大

きく増したこと，をきっかけとする。連邦政府

内部でも，軍備管理軍縮局による「軍縮は経済

にどうひびくか」の調査，ついで、ジョンソン大

統領のもとでの「国防と軍縮の経済的インパク

トに関する調査委員会」の設置など，軍縮の経

済的インパクトを行政サイド》ミら具体的に一一

産業別，地域別，労働・資本の転換可能性，採

りうる政策等々一一検討する道がひらかれてく

る。ほ三同時期に国連でも同様の調査が開始さ

れ，それに民間団体や研究者による同種の検討

も加わって， 50年代にはまったくみられなかっ

た類の手法や密度をもった軍産関係分析が生ま

れてくるのである。

以上の瞥見からもわかるように，さまざまの

理由によって，われわれは1960年代以降のアメ

リカの軍事と産業の関係にかんする資料を， 50 

年代までよりーも多く，纏まったかたちで入手で

きる。私も， この60年代を中心に本稿の課題に

とりかかろうかと考えたことがあった。しかし

同時に私にはつぎのような疑問があった。通常

このテーマにとりくむ研究者たもは， 60年代の

軍産関係と国防経済論の確立を強調し，それだ

けをきわだたせて書く傾向がある。おそらく資

料の不足と，アメリカ戦後史を軍事ケインズ主

義で特徴づける視角にとってや L馴染まないと

いう意味合いもあって， 50年代までをたかだか

前史として軽く片付ける傾向があるのである。

これは政治学者による大戦後政治史研究に対応

してその経済的側面を解明しようという目的に

とっても，ひとつの弱点になる可能性がある。

また私には， これまでのように60年代にいきな

りとりかかってできたケネディ政権の経済政策

と軍事との関連への認識にも，や L同意しきれ

ぬものが感じられた。そんなわけで，本稿では

むしろ60年代そのものを対象からはずして，そ

こに至る過程を問題にしてみたので、ある。

しかしそうした課題での考察としても，官頭

に断ったように本稿で検討した水準はまだ低い

ものである。今後の研究の進行途上で加筆，修

正が必要になるだろうことを予期しながら，ひ

とまず発表することにした。大方の御教示をお

願いしたい。
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